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国際標準に係る官民プラットフォームの設置に向けた調査・分析：調査実施方法

【インフェイスのプラットフォーム】

 これまで蓄積されてきた様々な知見（国際標準
策定ノウハウ、国際会議開催ノウハウ、国際会議
での立ち居振る舞い、国際標準の策定を巡る
国際動向等）を官民で共有するため、以下の機能
を持つインフェイスの場を設置
• 経済界・学術界・金融界への呼びかけによる意識変革

• モニタリング（重要領域における国際標準動向把握／
今後我が国が影響力を確保すべき国際標準の
ポジション探索）統括

• 重要領域の標準戦略のアドバイザリ

• 新興領域や経済安全保障観点での戦略的標準化
案件の形成

• 我が国の国際標準活動の進捗フォローアップ

• 国際会議への人材供給、官民での国際連携

【デジタルプラットフォーム】
 我が国のステークホルダーに国際標準に係る情

報を共有し、官民連携促進や標準化人材の育成
に貢献する以下の機能を有するデジタルプラット
フォームを構築

• 標準化の相談窓口の検索機能／代表的な国際標準、
国家標準のリストへのリンク集／進行中の主要な標準
化の動向（ISO、IEC審議状況等）／規格が引用され
ている法令や公共調達の検索機能／規格の概要ペー
ジでの関連法令や公共調達の関連情報掲載／標準
化人材のマッチング機能／知見の共有機能としての
オンライントレーニング

調査方法 調査対象（案） 分析手法

初期仮説実施方法

 日本の課題については

日本政府内の既存の討議
内容を最大限に活用

 追加的に欧州等の公開
情報調査を行うことにより、
多角的に情報収集
• 基準、適合性評価に専門的
知見を持つメンバーで

チーム編成し、調査の成果
を最大化

 デスクトップリサーチの
想定情報ソース（一部例示）
• 欧州標準化ハイレベルフォーラム

• CEN/CENELECの標準化データ
ベース

• STANDirectory

 必要な場合はヒアリングに
おいて要件を検証

 ハイレベルフォーラム（欧州）

• 組織体制、保有する機能、
参加者、年間スケジュール
等

 CEN/CENELEC、AFNOR、
BSI、DINの標準化データ
ベース

• データベースの保有情報
（国際標準の検討段階、
国際標準化活動中、標準
の普及、人材育成・マッチ
ングの観点で機能を整理）

 日本における既存の国際
標準化関連の枠組み

 STANDirectory

 国家標準戦略部会の討議
や「国家標準戦総合戦略の
レビュー②各省の取り組み
レビュー（2024年10月3日）」、
RFI（情報提供依頼）を踏ま
えて現状の取組みや課題を
整理

 日本における既存の国際
標準化関連の枠組みの
取り組み状況を整理

 欧州標準化ハイレベル
フォーラム及び
CEN/CENELECの標準化
データベースを参照し、

インフェイス及びデジタルの
プラットフォームの機能要件
及び運営体制を検討

 必要な場合は想定される
プラットフォーム関係者に
ヒアリングを実施し、
機能要件を検証

仕様書3（3）

 産学官の関係者が集まるインフェイスのプラットフォーム
及びデジタルプラットフォームの構築に向けて、機能要件
や運営体制を調査・分析

対応項目 成果物

 欧州における既存のプラットフォームの概要と
機能

 新設するインフェイス及びデジタルのプラット
フォームの機能要件及び運営体制

国際標準に係る

官民プラットフォームの設置に
向けた調査・分析

追加提案

https://single-market-economy.ec.europa.eu/single-market/european-standards/standardisation-policy/high-level-forum-european-standardisation_en
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:105::RESET::::
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:105::RESET::::
https://standirectory.go.jp/
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3. 国際標準に係る官民プラットフォームの設置
に向けた調査・分析

- 官民プラットフォームの方向性（案）
- 欧州における既存のプラットフォームの概要と機能
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国家標準戦略部会が戦略を検討。官民プラットフォームは実行の司令塔機能を担う

国家標準戦略 官民プラットフォーム（初期案）

役割

国家標準戦略部会

総会

 国家標準の戦略的な活用に関する施策について検討・評価・助言等を行う

• 国家標準戦略及び関連政策に関する検討、制度・規制の整備に関する助言、政
府予算による支援（BRIDGE等）に対する評価、国際連携に関する助言等

評議会

国家標準戦略
官民連携プラットフォーム

 国家標準戦略を具体的な実行に移すための官民連携の横断的プラットフォーム

• 国家標準戦略で検討する目標を具体的な標準化活動に落とし込み、施策の
具体的な実行方法に関する司令塔機能を担う

 国家標準戦略の官民での課題認識の共有、部会への提言の取りまとめ等を行う

• 政策担当者、産業界の経営層、学術界、標準化機関など、さまざまな関係者が
一堂に会し、ディスカッションを通じた意識変革の機会を提供

 官民プラットフォームで検討される施策に関する司令塔機能を担う

• 総会で提起された課題を踏まえた分科会に対する議論の差配、分科会での議
論の進捗の確認、施策の実行に関する意思決定、標準戦略部会との連携を担う

 国家標準戦略の前提条件となる標準化動向の把握と対応策の検討を担う

• 標準化の新規ニーズ・シーズの把握（専門家へのヒアリング、調査事業の外部
委託 等）、他国動向調査、重要領域への反映等も議論

 国家戦略の横断的施策や重要領域のフォローアップ結果の共有と対応の検討を担
う

• 各省庁提示の横断施策に対するスコアカードによる進捗評価、重要領域ごとの
アウトカム指標計測、政府支援の研究開発プロジェクト（SIP、NEDO等）に
おける標準化検討状況のレビュー等を実施

 標準化エコシステム形成に向けた課題の特定、必要な施策の立案を行う

• ガイダンス等の整備、モデル事例集の作成、投資家向けの情報開示や指標化
の促進、標準人材のキャリアパスのベストプラクティス集の作成等を実施

 重要領域ごとの具体的な標準の開発・策定、それに係るアクションの検討

• 重要領域における具体的な標準化の課題を検討。標準化活動の実施計画、
タイムライン、リソース配分を策定。必要な調整や政策支援の要求を明確化…

構成

産業界、学術界、標
準化機関の
有識者

産業界の経営層、
学術界、標準化
機関、政策担当者

産業界、学術界、標
準化機関有識者、
政策担当者

産業界、学術界、標
準化機関の
実務担当者、政策
担当者
（評議会とメンバー
重複あり）

頻度

隔月

年次

月次／隔月

月次／隔月
※ 各分野の

状況に応じて
柔軟に設定

※ 適宜デジタル
プラットフォー
ムも活用

連
携

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

モニタリング
WG

フォロー
アップWG

エコシステ
ム・人材育成

WG

重要領域①
WG

連携
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国際標準化促進のための情報共有基盤としてのデジタルプラットフォームを構築。機能に
よってアクセス可能な範囲を調整し、モニタリング・フォローアップの補完も可能な場とする

デジタルプラットフォームの主な機能（イメージ）

 ISO、IEC等国際標準に加え、JIS、欧州各国標準、米国フォーラム標準等
の主要国の標準がデータベース化

 セクター、ISCコード、標準のテーマなどでも検索可能
• テーマは重要領域等の分類と一定アラインさせる可能性

 標準が引用されている法令や公共調達の検索機能
• 標準の概要ページでの関連法令や公共調達での引用実績等を掲載

モニタリング

フォロー
アップ

人材育成

標準
データベース

専門家DB・
参加者リスト

 標準化人材のマッチング機能
 専門家を探しているプロジェクトの内容、求めるスキル、期間、課題等を

入力し、条件に合った専門家の紹介を受ける機能を搭載

 知見の共有機能としてのオンライントレーニング
（定型化できないノウハウや知見はインフェイスのプラットフォームで共有）

 海外標準化機関のオンライントレーニング・ウェビナーへのリンクの転載

 モニタリングで収集した情報をプラットフォーム上で公開
• モニタリングした情報はデジタルプラットフォーム上の該当ページにアップロー

ドする形で共有（アップロード）。タイミングは都度（月次～四半期等）

 専門家、担当省庁からの情報共有機能の搭載

 「開示フォローアップ」「管理フォローアップ（論点2-6）」の対象とする
施策の進捗を確認できる項目を入力。年次での提出を想定

 管理フォローアップについてはスコアカード評価結果もデジタルプラット
フォーム上で閲覧可能にすることも一案

主
な
機
能

目的
我が国の国際標準化に係るエコシステム強化、産学官の取組み促進に資する情報共有
基盤としてのデジタルプラットフォームを構築する

機能概要（案） 公開範囲（案）

• 一般公開

• IDを保有するユーザー
（所属組織等が確認できるユーザー
であれば登録可能）

• IDを保有するユーザー
（所属組織等が確認できるユーザー
であれば登録可能）

• 省庁担当者
• クローズドなリストに登録

されているユーザー
（官民プラットフォームに参加
する組織に所属するユーザー）

• 省庁担当者
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3. 国際標準に係る官民プラットフォームの設置
に向けた調査・分析

- 官民プラットフォームの方向性（案）
- 欧州における既存のプラットフォームの概要と機能
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欧州標準化戦略の実行では、ハイレベルフォーラムが重要な役割を担う。年次で定性的に
進捗を管理

欧州における標準化戦略の執行体制（1/2）

執行体制図 （主要機関)

欧州委員会

High-Level Forum
（HLF）

リーダー
（例：CENELEC）

サポーティング
メンバー

ワークストリーム

 政策目標に基づき標準化の優先事項を設定し、
実施を監督・調整する役割を担う

• 標準化戦略の全体的な監督と調整

• 国際的な標準化活動への関与

• デジタルおよびグリーン移行の推進

• 標準化に関するガバナンスの強化

 欧州委員会の専門家グループとして、2023年1月
に設立。EUの政策や法律を支援する標準化の
優先事項を特定することが目的

• 欧州標準化に関する年次作業計画実施の支援

• 欧州標準化戦略の実施の主要活動の支援

• 標準化に関する具体的なボトルネックへの勧告

 標準有識者のフォーラムのメンバーの代表者で
構成されるフォーラムの主要な運営機関

• HLF参加メンバーから最大3人（グリーン、
デジタル、レジリエンスから1人ずつ）参加

• フォーラムによる承認のための技術的な準備を
担う

 HLFで設置されたワークストリーム毎の具体的
な標準の開発・策定、それに係るアクションの検
討

• 各ワークストリームの活動を主導しメンバーを
調整

• ワークストリームの活動結果を報告書としてま
とめ、ハイレベルフォーラムに提出

「シェルパ」
サブグループ

進捗管理の方法

欧州
標準化戦略

 EU Strategy on 
Standardisation

年次作業計画

 Annual Union 
Work Programme 

(AUWP)

年次活動報告
Annual Activity 

Report

ワーク
ストリーム

個別レポート
Conclusions and 

recommendations, 
Report etc.

 2022年2月に策定。EUの政策目標を支えるために、統
一的で国際競争力のある標準を策定・推進し、デジタル
化やグリーン移行を加速させる枠組み

• 発行主体：欧州委員会

• 主要テーマ：「産業政策」と「標準」の連携／「研究開発」
と「標準」の連携／組織体制強化／人材育成強化／
国際連携強化

 欧州標準化戦略に基づき毎年の標準化優先領域が特定

• 発行主体：欧州委員会

- HLF：AUWPの優先順位付けのための推奨事項や
インプットを提供

• 2024年のAUWPでは、72の行動の中から優先政策が
特定（量子通信、サイバーセキュリティ、重要原材料の
リサイクル、 EV充電インフラ、水素技術と部品 等）

 2023年末発行。HLFの活動のレビューと翌年の計画を
公表

• 将来必要となる可能性のある標準化ニーズを特定。15
のワークストリームを創設。横断分野（Education and
Skills 等）と個別分野（Wind Power 等）に分類

• 進捗はWS毎に定性的に管理。以下が項目

- Workstreamの重要性／取り組む課題／解決手段／タイ
ムスケジュール／期待された成果／実際の成果

 現在は5WSのみ公開。いずれも共通フォーマットはなく、
推奨事項の記載が目的

• 発行主体：各WS
• WS3 中小企業と市民社会の包摂性／WS6 低炭素

セメント／WS7 風力発電／WS14 データの相互運用性
／WS15 重要な原材料

密に連携
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欧州委員会は2022年の欧州標準化戦略を元に毎年欧州標準化年間作業計画(AUWP)を
策定。2023年設立のハイレベルフォーラム(HLF)から助言・合意を得て優先事項を特定

欧州における標準化戦略の執行体制（2/2）

ハイレベルフォーラム（HLF）

WS WS WS WS WS WS WS WS
WS WS WS WS WS WS WS

欧州委員会

設立
(2023年1月)

年次作業計画
への助言

方針・戦略

 2022年に欧州標準化戦略（EU Strategy on 
Standardization）を策定

進捗報告

 2022年より欧州標準化年間作業計画（AUWP, 
Annual Union Work Programme）を毎年
作成
- 2024年は72の行動とその中から8つの戦

略的優先行動も特定。それぞれの目標、
方針、成果物の概要がまとめられた

- 上記の特定に際し、ハイレベルフォーラム
から助言・承認を得て作成

会議体・
参加メンバー

 フォーラム(年1~2回)と、実務的な議論を行う
シェルパ会議(年3~7回)が主要会議体
フォーラムでの承認の準備の為、シェルパ
会議は実務的な作業や議論を行う

 28のEU加盟国、27の標準化団体
（CEN/CENELEC等）と業界利害関係者
（BUSINESSEUROPE等）が参画
 シェルパ会議はHLF参加メンバーとオブザー

バー（*1）から最大各3人(グリーン、デジタル、
レジリエンス担当) 参加。57の国・団体から、
最大171名が参加

 15のワークストリーム（WS）で業界ごとに議論

議論内容

議論内容

 HLFは作業計画の優先順位付けの推奨や助言
を行う
 2023年、HLFはAUWPの84アクションから

74アクションを承認し、うち9アクションを
優先事項とする示唆を与えた

 15WS毎に推奨事項をまとめ、個別レポート発行

 2023年のHLF設立以降Annual Activity 
Report作成
15のWS毎に、行動目標と進捗を2~3ページ
ずつ記載。定量目標は見られない

 進捗の早いWSから個別レポートを作成
標準が与える貢献と、推奨事項をまとめる（*1）オブザーバーは欧州防衛庁（EDA）、欧州自由貿易連合（EFTA）

出所：Annual Activity Report 2023、 AUWP 2024

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=OJ%3AC_202401364
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10

HLFでは年1回のフォーラムやサブ会議であるシェルパ会議を通し、欧州標準化年間作業計画
の推奨・承認事項を提供。欧州委員会はこれを元に年間作業計画の優先アクションを決定

欧州ハイレベルフォーラム（HLF）における標準化の年間スケジュール

ハイレベルフォーラム（HLF）の年間計画（2024年）

欧州委員会の年間作業計画（AUWP）準備（2024年）

1月

1月30日
~3月1日
3月22日

~4月30日
5月1日

~5月29日

5月30日

2025年AUWPの準備

フォーラムの協議
（EU調査）

AUWP 2025に
関する勧告案

勧告の最終化

2025年AUWPに
関する勧告

EU政策および立法の実施を支援する
標準の開発に関するアクション

フォーラムメンバーから重要なアクション/
コメント収集

コメントの処理、内部協議、翻訳、
カレッジによる決定

メンバーがコメント/意見を提出

フォーラムが最終版の勧告を承認

6~9月

11~12月

欧州委員会の
内部決定プロセス

採択

最終承認勧告が作業計画2025の草案作成
プロセスで考慮される

欧州連合官報で公表

日付 アクション 内容

1月30日

3月7日

5月14日

9月13日

10~11月

欧州標準化規の評価に
関するセッション

第6回シェルパ会議

第7回シェルパ会議

第8回シェルパ会議

第3回ハイレベルフォーラ
ム会議

評価結果のプレゼンテーション、
プロセスの更新

標準化政策の優先事項に関する協議/決定

2025年作業計画へのインプット
（書面手続き）

3回ハイレベルフォーラム会議準備

2025年作業計画提出の合意

イベント 期待される成果

Q4 Annual Activity 
Report公表

各WSの進捗報告を中心に発表

10
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ハイレベルフォーラム（HLF）の助言を受けて欧州委員会が策定し、2022年の標準化戦略
発表以降毎年作成。2024年は72のアクションと8つの戦略的政策優先アクションを提示

欧州標準化年間作業計画 Annual Union Work Programme （AUWP）

72アクション（赤字が8つの優先アクション。アクション1と2は統合され1つの優先アクションとされた）

レジリエンスに関するアクション
• 永久磁石のリサイクル（アクション1）
• 重要な原材料の探査、抽出、精製、リサイクル
（アクション2）

• 積層造形のための新しいマルチマテリアルと機
能（アクション3）

• バイオテクノロジーとバイオ製造（アクション4）
• 先端材料（アクション5）

デジタル移行に関するアクション
• サイバーセキュリティ要件（アクション6）
• 欧州の高性能コンピューティングと欧州の量子
通信インフラのための技術（アクション 7）

• 欧州デジタルアイデンティティフレームワーク
（アクション8）

• オンラインでの年齢確認（アクション9）
• EU トラステッドデータフレームワーク

(アクション 10)
• データ処理サービスの相互運用性（アクション

11）
• 保険分野における顧客データ（アクション12）
• 安全で相互運用可能な仮想・拡張現実のエコシ
ステムと仮想経済（アクション13）

• バーコードを使用した相互運用可能なチケット発
行を可能にするためにバーコードを調和させる。
（アクション 14）

• 人工知能に関するEU政策を支援するための標
準化要請の改訂（アクション15）

グリーン移行に関するアクション
• 水素技術と部品（アクション16）
• 水素インフラ、サポート、貯蔵（アクション17～18）
• 低電圧直流技術（アクション19）
• 電力網（アクション20）
• エネルギー消費を削減するためのエコデザインと
エネルギーラベリングの要件（アクション21～40）

• 空調とヒートポンプのエコデザイン
（アクション33）

• 建物や建設資材の緑化と気候変動への耐性を
向上させる（アクション41、42）

• 二酸化炭素の輸送と永久貯蔵（アクション43）
• 電気自動車充電インフラ（アクション44）
• 低炭素鋼（アクション45）
• 廃車における材料のリサイクルと再利用（アク
ション46）

• 大気環境の質（アクション47～50）
• エネルギー分野におけるメタン排出量の削減（ア
クション51）

• 産業排出物の監視（アクション52）
• 環境に放出されるマイクロプラスチックによる汚
染の削減（アクション53）

• 生態系サービスの評価（アクション54）
• 肥料製品（アクション55）
• 土壌の健康状態の測定とアクセス
（アクション56）

• 航空燃料（アクション57）

製品・サービスの国内市場におけるアクション
• 療機器の品質と安全性（アクション58）
• 圧力機器の安全性の向上と中小企業のアクセス
の促進（アクション59）

• 中小企業の簡易圧力容器市場へのアクセス改善
（アクション60）

• 機械の安全性（アクション61）
• 爆発の危険性がある雰囲気で使用することを意
図した機器（アクション62）

• 個人用保護具（アクション63）
• 誤った測定から国民を守るための正確で追跡可
能な測定システム（アクション64）

• 鉄道システムの相互運用性（アクション65）
• 電磁両立性（アクション66）
• 液化ガスをばら積み輸送する船舶およびガスを
推進剤として使用する船舶の火災安全
（アクション67）

• 低電圧（アクション68）
• 無線機器（アクション69）
• レクリエーション用船舶（アクション70）
• 消費者製品および施設の安全性（アクション71）
• 金融セクター監督当局への報告のためのデータ
辞書（アクション72）

出所：: AUWP 202411

https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=OJ%3AC_202401364
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WSの活動はAnnual Activity Reportの年次活動報告に加え、個別レポートを発行し、
標準化が業界にもたらす貢献や推奨事項をまとめている

ワークストリーム（WS）の管理手法

ワークストリーム概要 進捗報告資料

目的

テーマ

 EU経済にとって戦略的重要な課題を、関係者主導の形式
で対処すること

 ニーズを予測し、イノベーター、投資家、市民社会、標準化
専門家といった関係者コミュニティをつなげること

 地政学的な問題や課題をEUの標準化アクションと関連付け
ること

 関係者主導の形式で、特定の横断的な課題や標準化の
ニーズに対処するアプローチを策定すること

 問題を特定し、行動の方向性や実施計画の提案を行うこと

 他の文脈で行われている標準化作業や議論を補完したり、
意見を提供すること

 WS1：教育とスキル
 WS2：基本的権利
 WS3：中小企業と市民社会の包摂性
 WS4：欧州規格と国際規格の整合
 WS5：国際レベルでの標準化への市民社会の参加拡大
 WS6：低炭素セメント
 WS7：風力発電
 WS8：持続可能な都市
 WS9：グリーン電力システム
 WS10：クリーン水素
 WS11：太陽光発電
 WS12：人工知能
 WS13：デジタル製品パスポート
 WS14：データの相互運用性 
 WS15：重要な原材料

年次活動
報告
（HLF）

WS
個別

レポート

 HLF全体として年に1度発行。初年の2023年が最新
 15のWS毎に行動目標と進捗を2~3ページずつ記載。

記載する報告項目は大まかに設定され、目標の具体度、
スケジュール、達成等は各WSに委ねられ、
定量目標は見られない

 報告内容
 リーダー団体
 賛助団体
 本WSの重要性
 主要論点・取り組み
 年間アクション
 初期結果・期待される成果物・タイムライン
 進捗

 進捗が進むWS毎に順次発行。現時点で5つのWSから
発行される
 WS3 中小企業と市民社会の包摂性
 WS6 低炭素セメント
 WS7 風力発電
 WS14 データの相互運用性
 WS15 重要な原材料

 報告内容
 （必須項目）標準化を推進する上での推奨事項
 （任意項目）標準化の業界への貢献・役割・重要性
 （任意項目）構造・課題の詳細な解説・説明・分析

出所：Annual Activity Report 2023 、Conclusions and recommendations from the “Wind Power” Workstream 7、 HLF Workstream 14 on Data Interoperability - 
Final Report、Work Stream 15 on Critical Raw Materials - conclusions and recommendations12

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57655
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/58914
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/58914
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/59734
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HLFの年次活動報告に加え、本WSでは個別レポートを発行し、標準化のための推奨事項や
当該分野での標準化がもたらす業界への貢献をまとめている

個別WSレポート - WS7 風力発電

Annual Activity Report 2023報告内容 WS個別レポートの報告内容

 CENELECリーダー

 ドイツ、オランダ、CEN、AIOTI、
他2団体

メンバー

 標準が内部市場をどのようにサポート
できるか？

 標準が持続可能な発展をどのように
サポートできるか？

主要論点
・取り組み

 ウェビナーや会議を開催
 推奨事項をまとめ、レポートを発行

年間
アクション

 ウェビナーの参加人数：75名
 登壇者：EU DG GROW、DG ENER、

ECOS、OWFA、NWEA、RTE、
Pondera Consult, CENELEC

 標準に関する結論と推奨事項

初期結果・
期待され
る成果物・
タイムライン

 短期的成果が予想される
 2023年11月に他の風力フォーラムと共

同開催したウェビナーに基づき、標準
に関する一連の推奨事項を策定

進捗概要

標準化の
貢献・役割
・重要性

推奨事項

 許認可プロセスにおける標準化の使用を促進するための推奨事項
 欧州委員会によるガイドライン設定と事例の共有
 欧州委員会による、既存の関連基準に関する許可機関のニーズと、

新しい基準の開発が有益となる可能性の調査
 欧州委員会の非価格基準適用によるオークション主催各国当局の支援

 単一の欧州標準化のニーズと解決すべき推奨事項

 一部の国では風力発電事業者に建設製品規則の遵守が求められてい
る一方で、風力タービンは別規格の対象となっている矛盾の解消必要

 洋上風力発電の基礎産業については、既存のEN1090に新章を追加
 次世代風力発電の国際標準化の欧州参画強化とそのための推奨事項
 専門家のスキルアップと研究機関のサポートが必要
 欧州の研究やイノベーションを支援する様々な資金PJとリンクすべき

 持続可能な風力発電システムGXの支援とその推奨事項
 風力発電の持続可能性に関する国際標準設定への欧州の参加と

リーダーシップを促進／サポートする。
 風力発電システムの持続可能性に関する欧州標準をネットゼロ産業法 

（NZIA）に求めることができ、CENELECとIECと並行開発の可能性有り
 ネットゼロ産業法（NZIA）に基づく入札や公共調達の持続可能性と

レジリエンスの基準の標準化を調査
 国際標準の開発に欧州が参加するため、学術機関やNGOなどの

非商業的な関係者を関与させる
 EU全体で様々な持続可能性基準の調和のためのガイドラインを作成し、

民間・公共部門におけるESG要件やLCAなどを明確にする

 グリッド接続、監視、通信、コンプライアンス、変調、シミュレーションなどの
相互運用性

 風力タービンと洋上風力基礎などのサポート構造の安全設計
 許認可プロセスの迅速化
 透明性のある共通言語

出所：Conclusions and recommendations from the "Wind Power" Workstream 7、Annual Activity Report 202313

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57655
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native


© 2025. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.

2023年中にワークショップを実施し、推奨事項をまとめたレポートを発行。推奨事項に
留まらず標準化の貢献や今後の政策見通しに加え、4つの重要分野別の詳細な解説も行う

Annual Activity Report 2023報告内容 WS個別レポートの報告内容

標準化の
貢献・役割
・重要性

推奨事項

 CEN、CENELECリーダー

 8カ国、10団体メンバー

 データスペースへの参入障壁を下げる
包括的な欧州標準セットを用意する為、
様々なソースの既存の作業（DSSC等）

が含まれ、データエコノミーの利害関係
者、特に中小企業の視点を統合すべき

 重要なクロスドメインの相互運用性の
テーマを概観し、既存の作業とのマッピ
ングを行うことが有益

主要論点
・取り組み

 夏にステークホルダーとSDOからの情
報収集を行うワークショップを開催

 そのためのタスクフォースを設置

年間
アクション

 23年9月にオンラインワークショップ開催

データ空間に関する政治的および技
術的な観点
4つの重要分野を検討

 23年12月までにレポートを作成予定。
ワークショップを元に推奨事項を含める

初期結果・
期待され
る成果物・
タイムライン

 2023年までの成果を期待
ワークショップに基づき、「EUデータ

イノベーション委員会」向けの標準化
要求に関する分析と推奨事項を含む
充実したレポートを発表

進捗概要

 欧州単一データ市場への応用
R1.AUWP2024「EU Trusted Data Framework」に準じ標準化要請開始
R2.ISO/IEC JTC1に基づき欧州利害関係者は、国際標準化活動に参加
R3.欧州標準化機構は、標準化団体のICT仕様を考慮すべき
R4.DSSC で協力するプロジェクトは、標準化作業に貢献する必要がある

 データの相互運用性 - 重点分野 I ‒ データガバナンス
R5.ISO/IEC JTC 1/SC 40 の作業をサポートする。中小企業を含む様々
な組織のニーズと能力を考慮し、それらの組織が管理可能にする必要有
R6.内部データガバナンス品質評価に関する統一欧州標準の開発開始
R7.データ管理のオープンソースソフトウェアツールとサービス開発支援

 データの相互運用性 - 重点分野 II ‒ データ検出
R8.データカタログ（DCAT）の欧州実装フレームワークの開発開始

 データの相互運用性 - 重点分野III ‒ データ共有
R9.信頼できるデータトランザクションの為の統一欧州標準の開発開始
R10.eIDAS2が、データ空間参加者の識別の基礎として採用されるように

 データの相互運用性 - 重点分野IV ‒ データの使用
R11.信頼できるオントロジーの為の欧州実装フレームワークの開発開始

詳細な
解説・

説明・分析

 FAIR原則（発見可能性、アクセス可能性、相互運用性、再利用性）に基づく

データ共有は、データドリブンビジネスやデジタル公共インフラ、研究データ
の活用を促進

 データスペースは相互運用性を通じて摩擦を減らし、ツールの汎用性を高
め、中小企業を含む多様な組織の大規模採用を可能にする

 政策の見通し（既存の政策、法規制、団体、規格等の説明）
 ４つの重点分野別解説 （I：データガバナンス、II：データ検出、III:データ共

有、IV：データ使用）
プロセス、ニーズ、サポートするもの、キークエスチョン

出所： HLF Workstream 14 on Data Interoperability - Final Report、Annual Activity Report 202314

個別WSレポート - WS14データの相互運用性

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/58914
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
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2024年1月にレポートを作成。標準化のための推奨事項に加え、課題や既存規格・法規制・
それらを踏まえ進行中の活動についても詳細な分析を行う

個別WSレポート - WS15 重要な原材料 （CRM）

Annual Activity Report 2023報告内容 WS個別レポートの報告内容

詳細な
解説・

説明・分析

推奨事項

 フランスリーダー

 6カ国、5団体メンバー

 標準化により競合・補完するもの
 OECD、UNEP、IEA等の国際的

取り組みとの競合
 基本的人権や環境民主主義等でESG

が適切に扱われているか
 鉱物サプライチェーンの透明性に貢献

主要論点
・取り組み

 外部団体による標準の作成に関与
 鉱山の閉鎖と復興に関するTC82
 AFNORの製品品質ISO/TC345
 DINの希土類CEN/TC472

年間
アクション

 標準化の優先順位を特定
 これら策定する標準の最適なレベル

（欧州or国際）を特定
 全ての関係者を動員
 24年1月までにレポートを作成予定

初期結果
・期待され
る成果物・
タイムライン

 中期的な成果が期待される
 重要・戦略的な優先順位を特定
 原材料二次市場発展のため、EU重

要原材料法の基盤となる3つの優先
標準を特定

 新ISO TCへの関心を一致させる

進捗概要

 二次CRM特に永久磁石の品質保証
 ウィーン協定を通じて、ISO/TC298「希土類元素」とISO/TC 345「特殊

金属および鉱物」の「化学分析方法」ISO規格をCENシステムに導入
 二次CRMの特性と性能（特に磁気性能）に関する標準を開発

 永久磁石リサイクルプロセスからのCRM性能の確保
 IEC/TC 68「磁性合金および鋼」との連携を実施
 リサイクルプロセスに関する CEN 技術委員会を特定または作成
 環境問題に関する JRC 研究活動とのリンクを実装

 CRMのサプライチェーンの監視と持続可能性
 トレーサビリティ ISO/PC 348 に関する標準を開発
 IEC/TC 68「磁性合金および鋼」との連携を実施
 デジタル製品パスポートとのリンクを明確に
 ISO/PC 348とISO/TC82/SC7の持続可能性イニシアチブをサポート

 CRMの環境フットプリント
 JRC研究活動とのリンクを実装

 CRMを含む製品の循環性の側面
 M/543に基づいて、CRMを含む全製品の水平的材料効率標準を開発
 環境関連CRM・リサイクル製品対策としてエコデザイン調査とリンク
 CRMを含む製品とコンポーネントの循環性の追跡調整グループを開発

 背景・課題（経済的、技術駅、地政学的、環境面）・目的
 既存の欧州及び国際規格（欧州、国際レベル）
 法的枠組みとの相互作用

 欧州の法律との関わり、標準化要請の有無、遵守すべき法律
 EUの政策と今後の規制枠組みを考慮し進行中の既存標準化活動

（鉱山閉鎖と復旧に関するISO/TC82/SC7の範囲拡大、特殊金属と
鉱物に関する ISO/TC345 承認、持続可能な原材料に関する
ISO/PC348設立・CENTC提案、希土類に関する新しいCEN/TC472
設立、ナショナル標準化委員会のNSBを通じたCRM標準化）

出所：Work Stream 15 on Critical Raw Materials 、Annual Activity Report 202315

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/59734
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
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CEN/CENELECによる欧州規格や、規格に至らないワークショップ協定・技術仕様、各国の
国家規格の規範となる調和文書や技術レポートがデータベース化されている

CEN/CENELEC 標準データベース機能

検索フィルタ

1. EN（European Norm : 欧州規格)
2. CWA（CEN-CENELEC Workshop Agreement : CEN-CENELEC

ワークショップ協定）
- CEN/CENELECワークショップで開発・承認された協定。開発は迅

速・柔軟だが、欧州規格の地位や義務を伴わない
3. TS（Technical Specification : 技術仕様）

- 正式な規格(EN)に至らない場合や、将来的な調和を見越して複数
の代替案が共存する必要がある場合や、実験的な状況や進化す
る技術に対する仕様を提供する規範文書

4. HD（Harmonization Document : 調和文書）
- 規制と標準化を調和する規範文書。各国はHDと同等の国内規格

を公開でき、矛盾する国内規格は撤回される。 IECで開発され
CENELEで採用・発表される (CENELECのみ)

5. TR（Technical Report : 技術レポート）
- 標準化作業の技術に関する情報を提供

成果物
タイプ

委員会コード、又は委員会タイトルから検索委員会

CEN、又はCENELEC、およびその両方の標準を検索策定団体

フリーワード検索。英語、フランス語、ドイツ語から選択キーワード

関連する200弱の法令から選択法的枠組み

出所 : Search standards 成果物の種類 調和文書(HD) ICS一覧 | 日本規格協会 横河電機標準化戦略センター

Search Standard ページ

予備段階、ドラフト中、承認中、問合せ中、承認済、公開済、撤回の7ステ
イタスから選択

ステイタス

ICS(国際規格分類。ISO作成の文書分類構造)のレベル3まで選択可能。
レベル1は40、レベル2は392、レベル3はレベル2の144を909に分類。業
界分類だけでなく、業界横断の”総論・用語・標準・資料””サービス・経営
組織・管理・品質””試験”等のプロセスの分類も含む

ICS

100の業界から選択活動分野

SDGs16項目に加え、”GX・DXを支える欧州規格”の計17項目SDGs

CEN/CENE
LECの策定
委員会

規格だけでなく、ワー
クショップ協定・技術
仕様、調和文書、技術
レポートもDB化

公開済だけでな
く、予備段階か
ら撤回済のもの
までDB化

セールス
ポイントの
リストへリ
ンク

16
※注：ウェブサイト機械翻訳版のイメージ（原文は英語）

https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:105::RESET::::
https://www.cencenelec.eu/european-standardization/european-standards/types-of-deliverables/
https://boss.cenelec.eu/fadel/pages/hd/pages/
https://webdesk.jsa.or.jp/books/W11M0360/index
https://www.enaa.or.jp/?fname=DX2022-5S.pdf
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製品概要や策定委員会の詳細情報（ワーキンググループ、作業計画、公開規格）を掲載。
本ツール内で購入はできず、CEN/CENELECメンバーである各国標準団体のリストにリンク

CEN/CENELEC 製品詳細ページ/公開内容

セールスポイントページ

製品概要ページ 規格策定委員会ページ

委員会名

貢献するSDGs

関連する法律

プロジェクト概要
プロジェクト推進状
況とその実施日

他の規格との関係性

当該製品のセール
スポイント(購入でき
る各国標準団体)の
リストへリンク。

対応している国の
標準団体でのみ購
入可能。

委員会名

委員会のスコープ

事務局となる標準化団
体、CCMC担当者、ビジ
ネスプラン、活動分野

委員会で行われる目的別ワーキンググループ

委員会で行われるプロジェクトとその進捗状況

委員会で策定・公開された規格

出所 : CEN - CENELEC - Search standards CEN ISO/TR 41013:2021 CEN/TC 348 - Facility Management17
※注：ウェブサイト機械翻訳版のイメージ（原文は英語）

https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:105::RESET::::
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=205:110:0::::FSP_PROJECT:71437&cs=13704936721FF72A9E2256D14FE2E2733
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=205:7:0::::FSP_ORG_ID:414882&cs=152D425A648A9FAC3FEFFBB52648811CC
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文書提出・管理、プロジェクト管理、投票等の標準化活動に便利なアプリや、CEN・ISO指定
形式のドキュメンテーションのガイダンス、各アプリユーザーガイドも一覧で紹介

CEN/CENELEC 規格以外の提供ツール一覧

出所 ： CENエキスパートエリア - Experts CEN ユーザーガイドとテンプレート - Experts CEN

アプリケーションとサービス ガイダンス・ユーザーガイド

文書提出・管理、プロジェクト管理、投票、標準化活動DB、電子
翻訳、会議支援、課題管理等の標準化活動に便利なアプリ一覧

CENやISOの指定形式のドキュメンテーションのガイダンスや
各アプリのユーザーガイドも一覧で紹介

18
※注：ウェブサイト機械翻訳版のイメージ（原文は英語）

https://experts.cen.eu/
https://experts.cen.eu/trainings-materials/user-guides-templates/
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CEN/CENELEC/ETSIや各委員会で開催される会議・ワークショップ・トレーニング・ウェビナー
に関する情報もデータベース化され検索可能

CEN/CENELEC 会議・トレーニング情報DB

出所 ： 会議・イベント情報 - Experts CEN

会議・ワークショップ例 トレーニング・ウェビナー例

19

※注：ウェブサイト機械翻訳版のイメージ（原文は英語）

https://experts.cen.eu/trainings-materials/events/


© 2025. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.

活動の推進・日常業務はブリュッセルのCEN-CENELECマネジメントセンター（CCMC）で
実施。CCMCには80名が在籍し、担当毎に複数の問い合わせ窓口が存在

CEN/CENELEC 問い合わせ窓口

出所 : 管理センター お問い合わせ一覧 CENエキスパート問合せフォーム Contact us - Experts CENELEC

一般情報 info@cencenelec.eu

メディア連絡先 media@cencenelec.eu

IT ヘルプデスク itsupport@cencenelec.eu

研究プロジェクトヘルプデスク research@cencenelec.eu

CEN 環境ヘルプデスク
（CEN/EHD）

cen.ehd@cencenelec.eu

ウェブ会議 webconf@cencenelec.eu

フィードバック
（改善の提案、苦情、賛辞）

quality@cencenelec.eu

CEN
エキスパート

https://experts.cen.eu/contact-us/

CNELEC
エキスパート

https://experts.cenelec.eu/contact-us/

各種問い合わせ窓口 エキスパート向け問い合わせフォーム

エキスパート向けのデータ、IT、WEB会議に関するエキスパート
向けの問い合わせフォームも存在

CEN/CENELEC共通で、担当毎に複数の問い合わせ窓口が存在

20

※注：ウェブサイト機械翻訳版のイメージ（原文は英語）

https://www.cencenelec.eu/management-centre/
https://www.cencenelec.eu/management-centre/contact-us/
https://experts.cen.eu/contact-us/
https://experts.cenelec.eu/contact-us/


© 2025. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.

CEN/CENELECには20万人超えの専門家が参加するが、専門家を探すデータベースは閲覧
不可。参加メンバー34カ国のリストから各標準化団体にアクセスして探す必要がある

CEN/CENELEC 専門家DB・参加者リスト

専門家の連絡先ではな
く、各標準団体のトップ
ページに遷移する

CEN/CENELECに参加する標準化団体情報 委員会担当者情報

• 業界、協会、行政、学界、社会組織の20万人超えの専門家が
CEN/CENELECのコミュニティに参加

• CEN/CENELEC には共に34カ国の国家メンバーごとに 1 つの標

準化団体が登録・参加されており、それぞれの団体へのリンクが
記載されているが、専門家へのリンクは存在しない

• 委員会の紹介ページにも、専門家の連絡先ではなく、CEN-
CENELECマネジメントセンター(CCMC)の担当者の連絡先のみ
表示

CEN/CENELEC参加者リスト 委員会紹介ページ
事務局のリンクは担
当する各国標準化団
体の紹介ページに遷
移する

連絡先のリンクはCEN-
CENELECマネジメントセン
ター(CCMC)の担当者に遷
移する

出所 : CEN- メンバー一覧 CENELEC - メンバー一覧 CEN/TC 348 - Facility Management21

https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:5
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CENELEC:5
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=205:7:0::::FSP_ORG_ID:414882&cs=152D425A648A9FAC3FEFFBB52648811CC
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総会はCEN/CENELEC合同で年1回、３日間を通して開催される。総会当日にアニュアルレ
ポートも公開

CEN/CENELEC 年次総会

出所 ： 年次総会2023 年次総会2024 アニュアルレポート2023 ニュースリリース(年次報告書2023) 戦略2030

2024年CEN/CENELEC総会 Annual Report 2023

• 2024年6月24日〜27日時期

• オランダ-アムステルダム
- ホスト: オランダ王立標準化研究所（NEN）
- 2023年はセネガルのホストでベオグラードで開催

開催国

• CEN/CENELEC役員共通セッション（1日目）
- 管理委員会の会議

• CEN取締役会、CENELEC取締役会（1日目）
- 合同、及び個別会議、二国間階段等多数

• 代表団長セッション（2日目）

- 全代表団リーダーによる非公開セッション、全代表者
の合同セッション

• 第60回CEN総会、第66回CENELEC総会（2日目）

• CEN臨時総会、 CENELEC臨時総会（3日目）

開催
会議

• 第60回CEN総会
• 第66回CENELEC総会

主会合

• 欧州産業のGXを支援し、新しいクリーンテクノロジーと
持続可能なエネルギー源の開発を促進する

• 経済の全セクターのデジタル変革の中核となるICT標準
を使用して、欧州のDXに積極的に貢献する

• CENとCENELECの共同戦略2030の継続的な実施
- 戦略2030は2021年から2030年までの5つの戦略
アジェンダを掲げる長期目標

• 標準化システムをより包括的で世界に開かれたものにし、
産業界と市民社会のニーズをより満たす努力を継続

ハイ
ライト

• 2024年6月26日
- CEN/CENELEC総会当日

発行

定量
報告

22

https://www.ats.rs/en/news/2023/07/the-cen-cenelec-2023-general-assembly-was-held
https://am2024.cencenelec.eu/
https://ar2023.cencenelec.eu/
https://www.cencenelec.eu/news-and-events/news/2024/publications/2024-06-26-annual-report-2023/
https://www.cencenelec.eu/european-standardization/strategy-2030/


© 2025. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.

afnor 
標準データベース機能
フランスの自主標準の公式ディストリビューターafnor PUBLISHINGによる販売サイトAFNOR 

Editionsで30万以上のフランス、ヨーロッパ、国際標準規格のコレクションが検索可能

検索フィルタ
規制当局が義務付けている必須適用規格必須適用
プロジェクト中、公開済規格、撤回済規格、撤回済プロジェクトの
4ステイタスから選択ステイタス

規格だけでなく書籍も検索可能蔵書

出所 : AFNOR Editions 必須基準 AFNOR規格の義務化 - レジフランス コレクション一覧

主な13の業界について検索可能
• 食品・農業、自動車、銀行・保険・金融、建設、水・衛生、電気技
術、エネルギー、産業、保健医療社会福祉、サービス、スポーツ・レ
ジャー、ICT、運輸・物流

セクター

ICS(国際規格分類。ISO作成の文書分類構造)のレベル3まで選択
可能。レベル1は40、レベル2は392、レベル3はレベル2の144を909に
分類。業界分類だけでなく、業界横断の”総論・用語・標準・資料””
サービス・経営組織・管理・品質””試験”等のプロセスの分類も含む

ISCコード

以下の10のトレンドテーマから検索可能
• アクセシビリティ、持続可能な開発・CSR、環境、リスク管理と

OHS(労働安全衛生 )、イノベーション、管理・パフォーマンス、
QSE(Quality, Security, Environment)、品質・監査・リーン、安全
性、シルバーエコノミー(高齢者向け)

テーマ

AFNOR Editions画面

標準化団体

以下を始め、アメリカ、カナダ、ブラジル、スペイン、中国、日本など世界
中から118の標準化団体規格をコレクション

コレクションされた標準化団体規格例
• AFNOR Spec (仕様書)
• AFNOR フランス国家規格・
国家規範文書

• 国際ISO規格
• BSIイギリス規格
• DINドイツ規格

• DIN仕様書・他文書
• ASTM米国規格
• SAE米国規格
• 国際IEC規格
• IEEE米国規格
• JIS日本規格

23

https://www.boutique.afnor.org/en-gb/results
https://www.francenormalisation.fr/les-acteurs-de-la-normalisation/normes-obligatoires/
https://www.legifrance.gouv.fr/contenu/menu/autour-de-la-loi/entreprises/normes-afnor-d-application-obligatoire
https://www.boutique.afnor.org/img/pdf/collections_normes.pdf
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afnor
検索結果/公開内容

AFNOR Editionsから購入が可能。規格別ページでは概要、目次、抜粋等が閲覧できる

規格概要ページ 抜粋閲覧ページ
カートから購
入が可能

購入形式を選択
• 言語
• フォーマット(THML, PDF等)
• 利用人数(~20名)
• オプション(閲覧、要件)

目次

規格説明概要

• 国・区分(規格・
規範文書、仕様
書)

• 発行日
• ページ数
• 参照
• ICSコード
• インデックス
• プリントナンバー
• 関連する規格

抜粋閲覧

出所 : 標準NF EN 50625-124

https://www.boutique.afnor.org/en-gb/standard/nf-en-506251/collection-logistic-and-treatment-requirements-for-weee-part-1-general-trea/fa178147/43769
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afnor
トレーニングツール

AFNOR Compétencesでは認定制度も設け、 300名以上の有資格トレーナーによる650以上の
トレーニングツールを検索可能

オンライントレーニング検索ページ (抜粋) 認定制度

出所 : Upgrade your skills – Groupe AFNOR Trainings

ISO14001:20
15 を使用し組
織の環境管理
システムを評価
するトレーニング

内部 QSE 監
査手法の習
得

CQI および
IRCA ISO 
45001 労働安
全衛生監査員
認定試験向け
トレーニング

ISO 27001 に
準拠した内部
品質監査の実
施の手順を習
得

国、産業、
テーマから
トレーニングの
検索が可能

• AFNOR Compétencesは、単純な検証から、分野別の新しい知識
まで、各種認定制度を提供

•監査員およびエネルギー効率専門家のトレーニング コースに CPF 
コードを付与した最初のトレーニング組織
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https://www.afnor.org/en/upgrade-your-skills/
https://international.afnor.com/en/product-category/type-of-service/trainings/
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afnor
問い合わせ窓口

出所 : Global contact request – Groupe AFNOR Afnor グローバルスタンダードカタログ

AFNORの問い合わせ全般を受けるフォームと、Afnor Editionsに関する窓口が存在

AFNOR問い合わせフォーム Afnor Editions問い合わせ窓口
• Afnor Editionsに関する窓口
•未掲載の国際標準を購入したい場合等のアドバイザーへの相談
も可能

• AFNORの問い合わせ全般を受けるフォーム

問い合わせ全般 https://www.afnor.org/en/contact/ Afnor Editions https://experts.cen.eu/contact-us/
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https://www.afnor.org/en/contact/
https://www.boutique.afnor.org/fr-fr/normes/collections/global-standard
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afnor
専門家DB

AFNOR BAOではフリーランサーから学際的なチームまで、1,000人の専門家が登録されている。
ユーザーが検索するツールははなく、フォームから問い合わせて紹介を受ける形式

AFNOR BAOに登録された主な専門家 専門家紹介依頼の問い合わせフォーム

出所 ： 専門家を探す - bao.afnor.org

専門家を探しているプロジェクトの内容、求めるスキル、期間、課題
等をアドバイザーに知らせ、条件に合った専門家の紹介を受けるこ
とが可能

登録専門家のう
ち、10人のみ、
顔、保有資格、
ケースを紹介

10人の専門家
の顔写真をクリッ
クすると、担当し
た1プロジェクト
のケースを紹介
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https://bao.afnor.org/trouver-un-expert/
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afnor
専門家の集まる総会

出所 ： AFNOR:2023年 – Groupe AFNOR Activity and CSR Report

2024年annual general meeting概要 Activity and CSR Report 2023

• 2024年6月18日時期

• フランス-パリ開催地

•昨年の活動と財務結果、および将来の見通しについて
報告

• フランス規格協会の会員が、2023年の道徳的および財
務的報告書を承認

•取締役会人事

主な議論
テーマ

annual general meetingは年1回パリで開催。年間活動報告、活動・財務報告書の承認が主なテーマ

•毎年発行
• 2023年は16ページ構成発行

主な
定量
報告
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https://www.afnor.org/en/news/afnor-les-adherents-saluent-une-belle-annee-2023/
https://www.afnor.org/wp-content/uploads/2024/07/240603_RA_AFNOR_EN.pdf
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BSI
標準データベース機能

BSI.Knowledge というポータルから BSI Library Search.機能で12万件以上の製品の検索が可能
BSIだけでなく、ISO、IEC、ASME、ASTMも掲載

検索フィルタ

以下5タイプから選択
1. 規格
2. ソリューションパック
3. 出版
4. ファストトラック規格
5. その他製品

製品タイプ

イギリス政府指定規格。法律の必須要件に準拠していること
を示す指定

出所 : BSI Library Search.

BSI.Knowledge /BSI Library Search.画面

現行、審査中、近日公開、撤回の4ステイタスから選択製品
ステータス

ICS(国際規格分類。ISO作成の文書分類構造)のうち、レベ
ル1の40項目まで選択可能。業界分類だけでなく、業界横断
の”総論・用語・標準・資料””サービス・経営組織・管理・品
質””試験”等のプロセスの分類も含む

ICSコード

21の業界から選択業界

BSI、ISO、IEC、ASME、ASTMから検索ができるモジュール
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https://knowledge.bsigroup.com/search?query=
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BSI
検索結果/公開内容

BSI.Knowledgeから購入が可能。製品概要の説明や、目次などのプレビューも掲載されている

個別規格ページ プレビューページ

出所 : BS EN 415-3:2021 - TC | 31 Oct 2021 | BSI Knowledge

参考文献ページ

イギリス政府指定規格

規格番号

規格名称
公開日

更新された場
合は変更点も
確認できる

製品によりデジタル
かハードコピーを選
んで購入

規格内容
紹介

製品詳細
• キーワード
• ICSコード
• 委員会
• 同一国際規格
• ISBN（国際標
準図書番号）

• 出版社

この規格に準
拠するために必
要なその他の
規格。規範的
参考文献

目次など、一部
のプレビューを閲
覧可能
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https://knowledge.bsigroup.com/products/safety-of-packaging-machines-form-fill-and-seal-machines-fill-and-seal-machines?version=tracked&tab=preview
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BSI
トレーニング情報

440以上のトレーニング・ウェビナーに関する情報もデータベース化され検索可能

出所 ： 研修・資格検索結果 |BSI

トレーニングコース＆資格検索画面 トレーニング・ウェビナー例
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https://www.bsigroup.com/en-GB/products-and-services/training-courses-and-qualifications/training-courses-results/
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BSI
問い合わせ窓口

出所 : イギリスオフィス グローバルオフィス 日本オフィス 日本お問い合わせ 英国サイト 日本サイト カナダサイト

イギリス本国では7都市のオフィスが存在。14の担当連絡先を記載。31カ国のグローバルオフィスがあり、
224カ国の顧客に対応。日本も横浜・大阪オフィスが存在。ホームページも40カ国用に用意されている

イギリス本国 グローバル対応
• ロンドン等７都市にオフィスが存在
• 14件の担当毎に窓口を対応
定期購読、会員、規格・出版物、BSI
ナレッジ (ショップ)
0345 086 9001
cservices@bsigroup.com
 
マネジメントシステムの評価と認証
0345 080 9000
certificate.sales@bsigroup.com
 
製品テスト・認証、カイトマーク、CEマー
キング
0345 0765 606
product.certification@bsigroup.
com
 
医療機器サービス
0345 080 9000
eu.medicaldevices@bsigroup.c
om
 
デジタルトラスト
0345 222 1711
digitaltrust.consulting@bsigrou
p.com
 
トレーニング
0345 086 9000
training@bsigroup.com
 
会議
0345 086 9001
cservices@bsigroup.com
 
BSIコネクト
0345 080 9000
bsiconnect.uk@bsigroup.com

 
サプライチェーン
0345 080 9000
supplychain@bsigroup.com
 
建設と建築環境
0345 080 9000
certificate.sales@bsigroup.com
 
スポンサーによる標準開発
0345 086 9001
standards.solutions@bsigroup.
com
 
ウェブサイトテクニカルサポート
0345 086 9001
cservices@bsigroup.com
 
一般的なお問い合わせ
0345 086 9001
cservices@bsigroup.com
 
プレス問い合わせ
bsipressoffice@bsigroup.com

• 31カ国のグローバルオフィス、32の問い合わせ電話番号を掲載
 224の国毎の対応窓口として記載（パラオはオーストラリアオ
フィスが対応、南極は米国オフィスが対応、等）

 日本は横浜と大阪にオフィスが存在
 連絡先も担当毎に分かれて対応

日本

電話
• 営業本部: 045-414-3021
• 認証事業本部: 045-414-3022
• 教育事業部: 045-414-3026
• 経理部: 045-414-3027
• Regulatory Services（医療機器
認証）: 045-414-3020

• 人事・総務部: 045-414-3028

メール
• 一般的な問い合わせ：

Sales.Japan@bsigroup.com
• 定期審査の工数・費用：

Japan.CS_Front.Info@bsigroup.com
• 認証書やシンボルマーク：

Japan.CS.Info@bsigroup.com
• 次回審査日程：

Japan.CS_Planners@bsigroup.com
• ご請求書：Japan.Invoice@bsigroup.com
• 有料研修: Japan.Training@bsigroup.com

オフィス

• 40カ国用のホームページが存在
 カナダ等、イギリスとは異なるサイト構成の国も存在
 日本はイギリスと同じ構成で、一部ページは割愛(検索機能、
主導プログラム、プレスリリース、イベントカレンダー、法律情報、
政府や消費者との連携等)

ホーム
ページ

イギリス版トップページ 日本版トップページ カナダ版トップページ
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https://www.bsigroup.com/en-GB/contact-us/uk-office-locations/
https://www.bsigroup.com/en-GB/contact-us/global-contact-details/
https://www.bsigroup.com/ja-JP/contact-us/jp-office-locations/
https://www.bsigroup.com/ja-JP/contact-us/
https://www.bsigroup.com/en-GB/
https://www.bsigroup.com/ja-JP/contact-us/
https://www.bsigroup.com/en-CA/
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BSI
専門家DB
専門家を探すデータベースは見られない。直接専門家を紹介するサービスもなく、標準化を推進したい組織向

けには、BSIとの提携、運用のサポート、コンサルティング等が提案されている

出所 : トップページ |BSI コンサルティングでオペレーショナルレジリエンスを構築 | BSI、 専門家をつなぎ、ベストプラクティスの基準を形成 |BSI

標準化を推進したい組織向け発信
•問い合わせ機能から直接専門家を紹介する
サービスはない

•標準化を推進したい組織向けには、BSIとの
提携、運用のサポート、コンサルティング等が
提案されている

専門家向け発信
•一方で、専門家からはどのようにBSIで知識の
活用ができるかについての連絡を募集している

専門家との連携の目的
• BSIがソリューションを提供するために、自身で
の専門家ネットワークを繋いでいることはアピー
ルされている

•標準化委員会、イノベーションの戦略的プログ
ラムを通じて、専門家ネットワークを形成し、
専門家を繋いでいることにも言及
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https://www.bsigroup.com/en-GB/
https://www.bsigroup.com/ja-JP/products-and-services/consulting/
https://www.bsigroup.com/en-GB/products-and-services/standards-services/connecting-experts/
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BSI
専門家の集まる総会

出所 ： BSI 2024 年次総会  年次株主総会(AGM)の投票結果 |BSI  2023年度アニュアルレポート BSI AGM 2024 | Youtube

2024年Annual General Meeting (AGM)概要 Annual Report & Finance Statements 2023
• 2024年5月22日時期
• ロンドン グレイジャーズホール
• オンライン

開催地

• 2023年度のアニュアルレポート・財務諸表の受領、
人事(人選・報酬)について投票により決議が行われた

•投票結果も公開

決議
内容

Annual General Meeting (AGM) 年1回開催され、2024年は101名以上が参加。
アニュアルレポート・財務諸表の受領、人事(人選・報酬)などが議論される

• Overview
• Strategic report
• Corporate governance
• Financial statements 

Consolidated financial 
statements

• Parent company 
financial Statements

アジェンダ

• 2024年5月22日のAnnual General Meeting (AGM)
内で承認発行

主な
定量
報告

• 101名以上 (101名が投票)参加数

内容 賛成 反対 棄権

12023年12月31日までの年度の年次報告書および財
務諸表を受領 96 1 4

2トム・リヴェット氏を取締役に再選する 91 4 6
3ロバート・マクラウド氏を取締役に再選する 92 4 5
4ダグラス・ハート氏を取締役に再選する 91 4 6
5スティーブン・ペイジ博士を理事会メンバーとして再選する 89 5 7
6アーンスト・アンド・ヤングを当社の監査役として再選する 86 6 9

7
2024年5月1日より、年次総会の通知に記載されている
通り、会長および非常勤取締役に支払われる報酬を増
額する

63 16 22

• 180ページ構成ページ数

• 2023年レベニューは727.7百万ポンド(約1,380億円)
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https://www.bsigroup.com/en-GB/about-bsi/annual-general-meeting/
https://www.bsigroup.com/en-GB/about-bsi/annual-general-meeting/agm-voting-results/
https://www.bsigroup.com/siteassets/pdf/en/about-us/bsi-annual-report-2023.pdf
https://youtu.be/3oGHNeIa_aw?t=2843
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DIN
標準データベース機能

DIN Media機能で33万件以上の製品の検索が可能。DIN以外にも150種類の国際標準や海外標準
がデータベース化されている。

検索フィルタ
以下7製品から選択
1. 出版物
2. ドキュメント
3. セミナー
4. 撤回されたドキュメント
5. 標準のステータス確認
6. オンラインサービス
7. シンボル (画像アイコン)

製品

以下6トピックから検索
•サーキュラーエコノミー、人工知能、水素技術、気候変動、ス
マート農業、ビルディングインフォメーションモデリング

トピック

出所 : DINメディア標準ソリューション

DIN Media画面

新着情報、予約注文、撤回から選択新版

約150の標準規格から検索
•主な規格：DIN、ISO、IEC、AFNOR、BSI、IEEE、JIS、

ASME、ASTM、他
発行者

以下14タイプから検索
•規格、ドキュメント、海外規格、国家規格、規制技術文書、
出版物、電子書籍、DINカンファレンス・セミナー、シンボル、
DINハンドブック、ルーズリーフ、オンライン、デジタル、情報資
料

出版タイプ

15の業界から検索カテゴリ

18言語から検索言語
日付や年度から検索日付
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https://www.dinmedia.de/en
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DIN
検索結果/公開内容

DIN Mediaから購入が可能。規格の内容理解、適用方法のアドバイスを受けられるDIN担当者、関連する
他規格・出版物・セミナーやレコメンデーション、この商品購入者が購入している他商品も表示される

個別規格ページ

出所 : DIN Media 購入ページ

・
・
・

・
・
・

デジタル/ハードコ
ピーや、言語を選
択して購入できる

規格の内容説明

過去の規格

規格の内容理解、適用方法のアドバ
イスを受けられるDIN の担当者

関連する出版物

関連する他規格

関連するオンライン
セミナー

レコメンデーション、こ
の商品購入者が購
入している他商品
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https://www.dinmedia.de/en/standard/din-18104-1/275794725
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DIN
トレーニング情報

260件以上のオンライン・対面トレーニングツールもDIN Mediaで販売

出所 ： トレーニング | DIN Media

トレーニング・ウェビナー例
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https://www.dinmedia.de/de/erweiterte-suche/1052992!search?state=H4sIAAAAAAAAAF2RTW-DMAyG_4uPUw-wjwu3Tp2mHobQ4DbtYIJLM0LCHGcSq_rfx7QCzY7P47yvLOcEB1QkHrITpMnDXZIkkL1B-fQC7-cNYO32DWQ2GDOB_SbdEucIGcDKr6Fm3cWuFJTgY1cR99peXPAt1rSbXvVzvwrMZGXHeJDZNU5t-Yq6nK-gGgdacLQWe0r_8e0Vf6FJY1ymRy2-IC6wnQrTZANaXbY3fd2Wof4gJc_swjAnnFJhQNHOookGn4F4nLI3U5iDIU_L_p6Q1fHRua5H7mK7tzHnTig2lRazKreexUtoxgIZez8rYWwoWuuvY8uEvz8K93D-AdeBSJb8AQAA&pageNum=2
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DIN
問い合わせ窓口

出所 : DIN Media 購入ページ 担当者へのメッセージ

電話、問い合わせチャットでのコンタクトが可能。また、各企画の内容理解・適用方法についてはそれぞれの
DIN担当者に繋がる電話番号、問い合わせフォームも存在

問い合わせチャット

電話 規格購入ページ 規格担当者問い合わせフォーム

規格の内容理解、
適用方法のアド
バイスを受けられ
るDIN の担当者
の電話番号・
FAXが記載

各規格のDIN担
当者に直接問い
合わせができる
フォーム
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https://www.dinmedia.de/en/standard/din-18104-1/275794725
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DIN
専門家DB
専門家を探すデータベースは見られない。若手プロフェッショナルのコミュニティ(LinkedIn)から登録している

専門家を見つけることは可能

出所 :  DINヤングプロフェッショナル(DYP)  DYP LinkedIn

DINヤングプロフェッショナル (DYP) プログラム DYPのLinkedIn
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https://www.din.de/de/mitwirken/young-professionals
https://www.linkedin.com/groups/12419198/
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DIN
専門家の集まる総会

出所 ： DIN Mitgliederversammlung 2024  DIN総会2023 – 2.財務セクションレポート  DIN総会2023 – 3.理事会報告書

2024年DIN Mitgliederversammlung概要 総会資料

• 2024年6月19日 16時時期

• オンライン開催地

•ご挨拶と社長からの報告

•取締役会議長報告
- 財務セクション
- 2023 年の戦略的優先事項

•議長および幹部会の人事

• FINA25 – 現状と質問
- 資金調達モデル

• マラマッド事件の判決に関する情報
(Urteil im Fall Malamud)

アジェンダ

年次総会(DIN Mitgliederversammlung)が年1回開催され、財務セクションの年次レビュー、
戦略的優先事項、トピックス(資金調達等)、人事を中心に議論される

• 2023年は財務セクションレポート(24ページ)、および2023 年の戦略
的優先事項報告書(36ページ)が公開されている
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https://www.din.de/resource/blob/915826/2e1c94bd8b97ea86f959ca66f08d653e/din-mitgliederversammlung-2023-finanzteil-schmidt-data.pdf
https://www.din.de/resource/blob/915828/c1c283981ac3535277932ccddab372a5/din-mitgliederversammlung-2023-bericht-des-vorstandes-winterhalter-data.pdf
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（参考）EU標準化ブースターの概要

標準化ブースター（The EU Standardisation Booster）は、各分野の標準化専門家による
標準化支援体制を整備することでEUの研究・イノベーションプロジェクトの標準化を加速

概要

 EU公認の研究開発シーズ（EUプロジェクト）への

標準化支援

 EUプロジェクトに標準化の専門家を派遣し、

適切な戦略的アプローチをとれるように

指導・サポートするコンサルティングサービス

 EU標準化システムの機能性、機動性、効率性の

向上と研究者や技術者の標準化に関するスキルと

意識の向上が狙い

設立年
 2022年（欧州委員会内の組織としてHSbooster.eu

が設立され標準化ブースターサービスが開始）

支援体制
 約250名の各分野の専門家が支援者として登録

 Horizon Europe（資金助成制度）から資金提供

支援内容

 Horizon EuropeおよびHorizon 2020の研究・
イノベーションプロジェクトの標準化活動の支援

 プロジェクト約1,000件を対象に、標準化に関しての
支援を希望するプロジェクトを公募

 採択されたEUプロジェクトが標準の改訂や作成に
つながる最善の戦略を提案

 標準の新規作成/改訂を行うべき領域の特定

 最新の規格情報の提供

 標準化に向けたワークフローとタイムラインの提案

 次世代の標準化に関する専門家を育てるための
トレーニングアカデミー

成功事例

 標準化ブースターサービスを提供する

HSbooster.euでは現在までに430以上のプロジェ

クトを支援し、成功事例も取り上げられている

AshCycle Project（2024年2月）
CENワークショップ契約を通じた
既存の標準化の状況に影響を与えるプロジェクト

概要

• 焼却から発生する廃棄物を削減するための
新しい利用可能性を開発するプロジェクト

• 欧州連合のHorizon Europeの助成契約のも
とで資金提供されている研究・イノベーション
プロジェクト

応募
理由

• 既存標準を拡張し、新たな標準を開発するた
めの有用な追加情報と標準化プロセスとその
結果に影響を与える方法の洞察を得るため

結果
• 開発技術が既存標準と整合し、より広く受け
入れ得ることを確信

• 関連技術委員会への参加可能性を認識

EUから
の期待

• EUは循環経済への移行の一環として、材料
のリサイクル、特に貴重な原材料（CRMs）の
回収促進を期待

今後

• CEN/CENELECワークショップ契約の提案サ
ポート、国内ミラー委員会への参加等を通じ
標準化の迅速アプローチを推進

• HSbooster.euトレーニングアカデミーを通じて、
高度なレベルのトレーニングを探索
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（参考）EUエクセレンスハブの概要

EU地域内のイノベーション創出を目的とするEUエクセレンスハブに、標準化に関するナレッジ
の集約と将来の標準につながる標準化サービスが追加

標準化
サービス
（2022年
追加）の
概要

 EU地域内での標準化ナレッジシェアを目的に設立

 欧州委員会、EU機関、民間セクターに散在する

標準化に関する専門知識・ノウハウの集約と世界の
国際標準化活動の監視、将来の標準化ニーズの
予測を目的として標準化分野が追加

 委員会は最高標準化責任者（CSO）にマイヴ・
ルート氏を任命し、CSOが標準化に関する内部の

専門知識を統合して評価し、委員会内のより強力な
内部協力の促進を支援

開始年

 2021年11月にサービス開始

 欧州研究執行機関（REA）が運営

 2022年にサービス提供分野に標準化が追加

活動

 EU加盟国政府、学術機関、民間等の連携強化
戦略等の策定によりイノベーションの創出を推進

 欧州政策の優先事項1に沿った横断的な共同研究
開発戦略の策定

 学術機関とビジネスの連携を強化し、戦略構築や投資
に向けたエビデンスを提供すResearch & Innovation 
(R&I）プロジェクトの策定

 戦略実行のためのアクションプランと投資計画の策定

 戦略に沿った実証やデモンストレーション等の関連
施策のコンセプトデザインや計画の作成

期待する
成果

 最先端科学とイノベーションの関連領域における

持続可能なイノベーション・エコシステム創出

 具体的な行動計画に基づいた長期的な共同 R&I

 欧州、国、地域の基金および民間資金を相乗的に

活用したR&Iのための共同投資計画

 共同戦略、地域・国家戦略に沿ったR&I実証プロジェクト

 R&I領域における研究者、起業家、専門家のための

新たな能力・スキル開発

 科学領域とビジネス領域の連携強化

 人材誘致の方針策定

 知識移転の改善と起業スキルの開発

 革新的技術の採用

 中小企業等への新たなビジネスチャンス及び新たな雇用

の創出



4. 国際標準に係る国際連携に向けた
具体的な対話・連携の場の設置や
既存の国際フォーラムの活用に係る調査・分析

43
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国際標準に係る国際連携の場・既存の国際フォーラム活用調査・分析：調査実施方法

 欧州は標準化戦略でパートナー地域（アフリカ
等）での欧州標準の採用と国際標準化活動への
参画を促進

 中国・豪州は国際標準化でASEANへの協力を
始動

 【中国】 環境保護や低炭素など持続可能な開発の
分野でASEANと協力して国際標準目指す

 【豪州】 ASEANによるデジタル貿易標準の普及を
提唱し、「デジタル貿易基準フェローシップ」を主導

 【豪州】 ASEAN各国におけるCET （重要・振興
技術）のための国際標準統合を支援

 韓国は米国と協調しCETの国際標準の獲得を
志向

 日本主催の国際会合の活用／国際標準の国際
会議の日本開催を目指す

 TICADにおいて、アフリカサイドのニーズを踏まえ
た国際標準化の協力を議題に持ち込む余地あり

 国際標準に係る国際的な対話・連携の場では
以下のアジェンダの議論が検討の余地あり

 人材育成における他国連携

 他国との規格普及に関する連携拡大

 米国をはじめとする同志国とのCET（重要・新興
技術）関連国際標準の推進協力

 ASEAN等との連携強化（国際標準の知見強化・
共同プログラム推進）

調査方法 調査対象 分析手法

初期仮説実施方法

 日本の課題については

日本政府内の既存の討議
内容を最大限に活用

 追加的に米国、欧州、グ
ローバルサウス（ASEAN、
アフリカ）等の公開情報
調査を行うことにより、多角
的に情報収集
• 国際連携に知見のあるメン
バーでチーム編成し、調査
の成果を最大化

 デスクトップリサーチの
想定情報ソース（一部例示）
• 外務省（日本）

• JISC（日本産業標準調査会）

• 欧州委員会

• ASEAN事務局

 必要な場合はヒアリングに
おいて補完

 以下の観点で、G to G、G to 
B、B to Bの代表的な枠組み
を調査

 日米、日欧の標準化協力
枠組み

 欧州、中国等の諸外国に

よる他国への標準化協力
の枠組み

 TICAD、IPEFなど日本を

含む既存の国際的な対話
の枠組み

 日本型標準加速化モデルや

国家標準化戦略部会等国家標準
戦略部会の討議、「国家標準戦総
合戦略のレビュー②各省の取り
組みレビュー（2024年10月3日）」、
RFI（情報提供依頼）等を踏まえて
日本の国際標準に係る
現状の取組みや課題を整理

 日本の国際戦略策定に資する

情報として、主要国による第三国
への標準化分野の協力の概要を
調査

 既存の対話の枠組みを調査し、
動向を整理

 今後、国際標準化を盛り込む

余地のある既存・新規のある既存
の対話枠組みを整理

仕様書3（4）

 国際標準に係る日本と欧米中やグローバルサウスにおける
G to G、G to B、B to B の既存の対話や連携の場の整理

 諸外国の取組も参照し、国際標準に係る国際的な対話・連携の場の
設置に係る検討・分析

 TICAD等、日本が主催し、あるいは参加する国際会議や国際フォーラ

ムについて、国際標準に係る国際連携に向けた効果的なアプローチ
について検討・分析

対応項目 成果物

 日本と諸外国との間の既存の主要
な国際標準化対話の概要

 主要国における他国との標準化
協力の概要

 日本が設置する新たな国際標準化
の対話の枠組みの構成

国際標準に係る国際連携に
向けた具体的な対話・連携の

場の設置や、

既存の国際フォーラムの活用
に係る調査・分析

追加提案

追加提案

https://www.mofa.go.jp/mofaj/
https://www.jisc.go.jp/
https://commission.europa.eu/index_en
https://asean.org/
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4. 国際標準に係る国際連携の場・
    既存の国際フォーラム活用調査・分析
- 日本と諸外国との間の既存の

主要な国際標準化対話の概要
- 主要国における他国との標準化協力の概要
- 日本が設置する新たな国際標準化の

対話の枠組みの構成

45 45
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日米間や環太平洋地域で国際標準に関する対話・連携を実施

国際標準化に関連する日米間の対話・連携事例

デジタルエコノミーに関する日米対話

設立

主な
活動内容

参加
メンバー

出所：総務省、PASC

 2010年 初回会合開催

目的

 日本：総務省、外務省、経済産業省、等

 米国：国務省、連邦通信委員会（FCC）、商務省、等

 インターネットエコノミーに関する幅広い政策課題に
ついて、日米両国政府間で意見交換を行い、両国の
ICT分野の発展に向けた認識の共有化と地球的規模
での課題における具体的連携を推進

2024年2月に第14回会合を総務省・米国国務省が開催

 次世代ネットワーク（6G又はBeyond 5G）技術に
関する協力（研究開発及び国際標準化を含む）を
強化することの重要性を認識

 AIガバナンスの枠組みや、AIシステムの設計・開発・
導入・利用の環境について議論

 ICT又はデジタル政策に関するワークショップを

マルチステークホルダーが参加して開催する機会を
探求

太平洋地域標準会議（PASC）

設立

主な
活動内容

参加
メンバー

 1973年 第一回会合開催

目的

 日本産業標準調査会（JISC）

 米国規格協会（ANSI）
 環太平洋地域の国家標準化機関

 太平洋地域諸国間の標準化に関する情報交換を
行い、ISO/IECなど国際標準化機関における太平洋
地域諸国の国際標準化活動を支援

 太平洋地域諸国が国際標準化機関に意見を提言
するための場を提供

 太平洋地域諸国からPASCへの提言に基づき、国際

標準化機関が太平洋地域諸国のニ－ズに合う国際
規格を制定するように国際標準化機関と連携を図る

2023年1月に第45回年次総会を開催

 PASC加盟国25か国、ISO、IEC、ITUが参加

 各地域と国際規格の調和や、気候変動において国際
標準が果たすことのできる役割などを議論

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01tsushin08_02000172.html
https://www.pascnet.org/
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日欧でサイバーレジリエンス、人工知能、量子技術、水素、デジタル分野などの国際標準に
関する対話・連携を実施

国際標準化に関連する日欧間の対話・連携事例

CEN/CENELEC－日本産業標準調査会（JISC）

出所：日本産業標準調査会、デジタル庁

日EUデジタルパートナーシップ

設立

主な
活動内容

参加
メンバー

 2005年にCENELECと、2008年にCENと協力関係
強化を目的とした覚書を締結

 2014年にCEN/CENELEC-JISC協力協定を締結

目的

 日本産業標準調査会（JISC）

 CEN/CENELEC

 日欧間での規格策定等の情報交換

 日欧双方の標準化活動の更なる発展

 事務局間の定期的な会合の実施、合同作業部会の
設置、規格開発委員会へのオブザーバー参加などの
協力活動を実施

 2024年4月、事務局間会合を開催。双方の標準化
政策及び対外協力活動に関する情報交換に加え、
サイバーレジリエンス、人工知能（AI）、量子技術、
水素など、日欧それぞれの関心のある技術的分野に
ついての意見交換を実施

設立

主な
活動内容

参加
メンバー

 2023年に第一回会合を開催

目的

 日本：デジタル庁、総務省、経済産業省

 欧州：欧州委員 など

経済成長を促進し、日EU間の共通の価値及び、特に

データについて、「信頼性のある自由なデータ流通」の
重要性に係る共通認識を踏まえ、包摂的で持続可能、
人間中心のデジタルトランスフォーメーションを通じた

持続可能な社会を達成するため、デジタル分野の協力
を前進させる

2024年4月、閣僚級会合の第2回を開催

 欧州データスペースと日本のデータスペース間の
相互運用性を促進するための協力を継続。当該領域
の標準化にも対応

 IoT等製品のセキュリティ適合性評価制度の互換性

を促進するための取組を継続し、両制度の基準策定
における専門家の連携強化等において協力する

https://www.jisc.go.jp/newstopics/2024/cen_clc_10year.html
https://www.digital.go.jp/news/955484d4-1ba4-4680-b0d8-a0e78946508c
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TICAD:Tokyo International Conference on African Development （アフリカ開発会議）

アフリカの開発をテーマとする国際会議

日本政府が主導し、国連、国連開発計画、世界銀行及びアフリカ連合委員会と共同で1993年から開催

 2025年8月、横浜で第9回アフリカ開発会議（TICAD9）を開催予定

 2022年8月、チュニジアで第8回アフリカ開発会議（TICAD8）を開催

• 日本、アフリカ48か国、AU議連、国際機関、民間企業、市民社会が参加

• 日本からは今後3年間で官民総額300億ドル規模の資金を投入することを表明

• 「経済」・「社会」・「平和と安定」に関する全体会合や、日本とアフリカの企業が参加する
ビジネスフォーラムを開催

• 岸田総理は計10か国、林外務大臣は計21か国と二国間会談を実施

 2019年8月、横浜で第7回アフリカ開発会議（TICAD7）を開催

• 日本、アフリカ53か国、国際機関、地域機関の代表が参加

• 日本から、過去3年間で200億ドル規模だった対アフリカ民間投資が今後更に大きくな
るよう、政府として全力を尽す旨を表明

• 「投資」・「民間セクター育成・ビジネス環境整備」・「官民ビジネス対話」・「平和と安定」・
「持続可能で強靱な社会の深化」に関する全体会合や、「科学技術イノベーション」・「人
材育成・若者のための教育」・「農業」・「気候変動・防災」・「ブルーエコノミー」に関する
テーマ別会合などを開催

名称

概要

主な
活動内容

出所：外務省

アフリカ開発会議（TICAD）概要

48

EU等の動きを見据え、日本政府が主導するアフリカ開発のためのTICADで国際標準化を
取り上げることの検討余地あり

TICAD8（2022年8月）の様子

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/ticad/index.html
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日印で品質向上に向けた標準化や規格の差異等に関する対話・連携を実施

国際標準に係る国際連携に向けた日印間の対話・連携事例

日印産業競争力パートナーシップ

設立

活動
内容

出所：経済産業省、地球環境戦略研究機関

日本・インド技術マッチメイキング・プラットフォーム

2019年日：経済産業大臣、印：商工大臣で立上げ

目的

 インドの産業競争力強化に日印で取り組み、一層の
投資促進、競争力強化、貿易促進に取り組む

 モディ政権で推進する「Make in India」・「Skill 
India」・「Start-up India」等の実現にも貢献

 産業分野ごとにワーキンググループを設置し協議・
取り組みを推進

• 許認可手続きの円滑化・迅速化、産業人材育成、
物流コストの削減、品質向上に向けた標準化など

 2024年6月に第6回次官級会合を開催

• 産業分野別に設置されている日本工業団地や
中小企業に係るワーキンググループの進捗確認

設立

活動
内容

 2016年 日本の公益財団法⼈地球環境戦略研究機
関（IGES）が環境省の支援の下、インドのエネルギー
資源研究所（TERI）と共同で立上げ

目的
 インドの産業分野への環境技術の移転促進を通じて、

GHGの排出削減やエネルギー効率化に貢献

 日本の環境技術メーカーとインドの企業をマッチング
し、インドにおける日本の環境技術とその効率的な
運用手法の普及を促進

• セミナー、ワークショップ

• 技術適用可能性調査

• エネルギー診断士向け研修

• 関連施策や規制等に関する協議（日印の規制・
規格・基準の違いに関する課題克服を含む）

 2024年1月、「日本の技術と慣行：環境に優しい鋳物
製造」と題したセミナーを開催
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4. 国際標準に係る国際連携の場・
    既存の国際フォーラム活用調査・分析
- 日本と諸外国との間の既存の

主要な国際標準化対話の概要
- 主要国における他国との標準化協力の概要
- 日本が設置する新たな国際標準化の

対話の枠組みの構成
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EUは標準化戦略にて、アフリカなどパートナー地域の欧州標準の採用促進と国際標準化
活動への参画促進を掲げ、開発支援戦略（Global Gateway）を活用した投資計画を発表

出所：European Commissionウェブサイト

概要

 国際的な標準開発の現場において、EUの主導的地位
を支え、中核的価値を促進することを明記

 近隣諸国や、アフリカやラテンアメリカ・カリブ海諸国
等の重要なパートナー地域との経済的関係強化の
ため、これらの国々による欧州規格や国際規格の採
用を促進・促進し、規格開発への参加を促すことを
重視

国際連携の
位置づけ

 2022年2月に策定（欧州委員会発行）

 EUの政策目標を支えるために、統一的で国際競争力の
ある標準を策定・推進し、デジタル化やグリーン移行を
加速させる枠組み

取組み

 欧州委員会は、欧州標準化機関と第三国の標準化機
関との既存のパートナーシップや協力プロジェクトを
構築することを含め、イニシアティブを展開

 開発政策およびGlobal Gateway戦略を活用し、
そのインフラ融資活動を通じた標準化を推進

 アフリカの特定の国々における標準化プロジェクト
に資金を提供

 例）ナイジェリアに対し、光ファイバーケーブルや
データセンターなどのデジタルインフラの構築と、EU 
のデジタルガバナンス標準を推進する規制枠組み
の開発に8億2,000 万ユーロを投資する計画を発表

欧州標準化戦略 / EU Strategy on Standardization EU Global Gateway
 2021年12月発表された、世界的な投資のギャップ縮小に貢献する

EUの戦略。開発途上国のインフラなどへの投資を増強

 2021～2027年の間に、”チーム・ヨーロッパ（EU機関およびEU加
盟国が欧州投資銀行（EIB）や欧州復興開発銀行（EBRD）などの
金融・開発支援機関と連携）”を通じて最大3,000億ユーロの投資を
動員予定

 主要分野：デジタル、気候・エネルギー、運輸、健康、教育・研究

 2022年2月に開催された欧州とアフリカ連合の首脳会談にて発表

 Global Gateway構想の最初の地域計画としてアフリカを対象に資
金枠の半分（1,500億ユーロ）を充てることを決定

 包括的かつグリーンでデジタルな変革を目的とし、フォーカス分野を
設定

 デジタル化移行の加速

 グリーン・トランジション加速

 持続可能な成長と働きがいのある仕事の創出の加速

 保健システム強化

 教育とトレーニングの改善

EU-Africa: Global Gateway Investment Package

EUの標準化戦略における国際連携の位置づけ

51



© 2025. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.

ASEAN Regional Integration Support by the EU (ARISE+)

 「ASEAN 経済共同体ブループリント2025」 の実施を通じて、ASEANの経済統合の強化を支援

 2017年から2022年の間に4,100万ユーロを拠出して支援を実施

• コンポーネント1： ASEAN 単一市場  貿易円滑化、標準、税関および輸送円滑化

• コンポーネント2： ASEAN 知的財産権

• コンポーネント3： ASEAN 事務局の能力構築

• コンポーネント4： ASEAN 統合モニタリングおよび ASEAN統計

• コンポーネント5： ASEAN 航空輸送ARISE+ 技術支援

 2014年にASEAN事務局が発出した「ASEAN Guidelines for Harmonization 
of Standards」はARISE+が作成を支援

分野別の標準化・適合性評価支援ではヘルスケア及び農業・食品分野で
プログラムを実施

• インフラの強化を通じて貿易の技術的障壁を低減

• ASEANにおいて、整合化した標準の数を拡大

• 食品及びエッセンシャルな食品安全の貿易障壁をASEAN各国間で低減

• ヘルスケア及び農業・食品分野の規制について共通のアプローチを採用

名称

目的

主な
内容

出所：EUウェブサイト

EUからASEANへの標準化分野の協力
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EUは、 ASEAN地域統合のサポートを主目的とし、「ARISE+」のもとで標準化分野を含めた
域内障壁の低減などの支援を実施
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中国は「一帯一路」の枠組みを通じて、沿線諸国と標準化協力メカニズムを構築し、中国発
標準の国際的な採用拡大を推進

中国の戦略 標準規格連携『一帯一路』行動計画（2018-2020）

概要

名称

 標準規格連携『一帯一路』
行動計画

発表主体

 国家標準化管理委員会

施行日

 2015-17版: 2015年10月
 2018-20版: 2017年12月

背景

 「一帯一路」の一環として、
中国主導のもと一帯一路沿
線国を中心とする海外諸国
のデジタル化を推進（デジタ
ルシルクロード構想）

狙い 重点課題

一帯一路構想を活用して、国際標準化に
おける主導権の確保することが目的

 “一帯一路推進に向け、中国の標準と、
国際および各国標準との互換性の
向上を目指す”

一帯一路沿線国と包括的な標準化協力
メカニズムを構築し、中国標準が多くの
国において採用されることを目指す

 “標準の海外進出を加速し、生産能力
や設備製造を巡る国際協力を後押し”

 "沿線国との標準化をめぐる協力を
拡大し、相互接続を促進"

 “標準の比較研究を強化し、投資・貿易
の利便性を高める”

2018-20年の計画では、スマートシティや通信といった情報
インフラ を含む9つの主要ミッションを設定

 一帯一路沿線国間との標準の連結について国際合意を構築

 インフラ標準化協力を深め、施設やネットワークの建設を支援

• 5Gやスマートシティ等の国家標準の実施を沿線諸国で推進

 グローバル生産能力と機器製造の標準化協力を促進

 海外貿易での標準化協力の拡大と貿易発展の促進に努力

 省エネと環境保護の標準化協力を強化

• グリーンな「一帯一路」を建設

 人文科学分野での標準化協力を促進

• 文明の相互交流を促進

 保健医療分野での標準化協力の強化

• 公共の利益を促進する

 金融分野での標準化協力

• 安定的かつ公正な国際金融システムを構築

 海洋分野での標準化協力を強化

• 21世紀の海上シルクロードの開拓を支援
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中国-ASEAN間で輸出入をする製品が安全、
健康、環境面の要求事項を満たし、TBT協定に
従って両地域間の貿易障壁の低減を目指す

優先分野における中国-ASEAN間の情報
共有の仕組みの構築

（情報共有の対象：例）

• 標準化、技術規制、適合性評価にかかる行政システム、
管理方法等

• TBT協定の実施に関連する法令、政策、実行経験、
TBT協定順守のためのアドバイス

• 各参加国が採用した標準化、技術規制、適合性評価の内容

• 各参加国が採用した国際標準、ガイドライン 等

問題を解決するため、マネジメント、実施、技術の
知見を持つ者の相互訪問

 ASEAN各国間のギャップを埋めるための研修・トレー
ニングの実施

関心領域における共同の調査

目的

主な
内容

中国・ASEAN間の標準化、技術規制、適合性
評価にかかる協力の覚書 (2002年)

中国・ASEAN 標準化協力フォーラム
（2019年-）

中国側は中国国家市場監督管理総局（SAMR）
中国国家標準化管理委員会（SAC）等が参加

 ASEAN各国の標準化関連機関と個別にMOUを締結

 2019年に発出されたイニシアチブには「中国と
ASEAN諸国は経済、貿易、技術革新の促進に
おける標準化の主導的役割に重点を置き、標準
システムの互換性を促進し、環境保護やグリーン
低炭素イニシアチブなど持続可能な開発の分野で
国際標準の策定と実施を強化すべき」旨を掲げる

中国とASEANは、標準化開発の実践経験の共有、
協力の強化によって国際標準を作成する

第3回フォーラム（2023年10月）の様子

中国は近年、国際標準化におけるASEAN各国との協力を促進している

中国からASEANへの標準化分野の協力

54 出所：ASEAN事務局及び各種公開情報を基にオウルズコンサルティンググループ作成
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中国の標準化分野の国際連携
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中国の標準化分野の国際連携
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 ACCSQ（ASEAN 標準化・品質管理諮問評議会）はAFTA（ASEAN
自由貿易地域）を実現するため貿易における技術的障壁を取り除くことを目的
として設立

 ACCSQは、規格、技術規制、適合性評価手順の調和を通じて、各国を支援

 加盟国における規格と適合性評価のインフラストラクチャーを確立する

 任意規格・強制規格・適合性評価手続き（STRACAP）の政策の実現のため、

加盟国の能力構築と人的資本の開発を支援する

 ASEANは、基準、技術規制、適合性評価手続きを国際的なベンチマークと調和さ
せるという一般的なアプローチを通じて、 AFTA（ASEAN自由貿易地域）の実現

に取り組んでいる

 12の優先統合分野：注に対する国家標準を、これらの分野に対応する国際ベンチ

マークと調和させることから作業を開始

 WTOのTBT協定に沿った規格、技術規制、適合性評価手続きの調和を目指す

 TBTに対応するため強固な品質のインフラを構築する

 世界レベルの適合性評価機関、認証機関、認定機関の設立を目指す

ASEAN域内の統合に向け、国際規格と国内規格の整合化をはじめ域内の貿易障壁の低減
を優先。ISOやIECでの積極的な提案はASEAN全体としては優先事項には掲げていない

ASEANにおける標準化・適合性評価の取り組み

出所：ASEAN事務局、ERIA57

ASEAN Standards 
and 

Conformance 
Strategic Plan 

2016-2025

（19ページで構成）

ASEAN Vision 2040 
and Key Strategies 
on Standards and 

Conformance

（28ページで構成）

2019年

2016年

タイトル 発出元発行時期

ASEAN
事務局

ERIA
（東アジア・
アセアン
経済研究
センター）

主なポイント

注：ASEANは、ASEAN経済共同体（AEC）の優先統合分野として①農業産品、②自動車、③エレクトロニクス、④漁業、⑤ゴム製品、⑥繊維・アパレル、
⑦木材産品、⑧航空旅行業、⑨e-ASEAN（情報通信技術）、⑩保健医療、⑪観光（後にロジスティックサービスを追加）を設定
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ASEANには統合された標準化機関はなく、評議会であるACCSQにてASEAN各国の基準、
技術規制、適合性評価手続きの調和作業を行っている

ASEANにおける標準化・適合性評価の取り組み

出所：ASEAN事務局、JETRO58

 ASEANには統合された標準化機関はなく、ASEAN事務局の分野別委員会であるACCSQ（Consultative Committee on Standards and 
Quality; ASEAN 標準化・品質管理諮問評議会）にて、ASEAN加盟各国の基準、技術的規制、適合性評価手続きを調和させる作業を行う

 ACCSQには、ASEAN加盟国の国家標準化機関及び規制当局が参加

 ACCSQ会合は最低年1回、通常は年に2回開催。下部の委員会・WGも年に2回程度開催

 ACCSQ、委員会・WGともに議長は毎年交代

WG1
標準化
WG

WG2
適合性
評価
WG

WG3
法的メソド
ロジー
WG

JSC
EEE

電気電子
機器に
かかる
合同

委員会

RBP
WG

ゴム製品
WG

ACC
ASEAN
コスメ
ティック
委員会

PPWG
医薬品
WG

PFPWG
加工食品

WG

AMDC
医療機器
委員会

TMHSP
WG 

伝統的な
医薬品
及び
サプリ
WG

APWG
自動車
製品
WG

BCWG
建築・
建設
WG

DTSC
WG

デジタル
貿易
及び

基準認証
WG

ACCSQ
（ASEAN 標準化・品質管理諮問評議会）

SEOM
（ASEAN 高級事務レべル会合）

AEM
（ASEAN経済大臣会合）

2023年6月のACCSQ会合
（インドネシア）の様子
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ISOにおけるASEAN主要国のSDO（Standards Development Organizations）

ASEAN各国からも、各標準化機関がISOに参加

出所：ISOを基にオウルズコンサルティンググループ作成

マレーシア

National Standardization Agency of the Republic of Indonesia （BSN）インドネシア

シンガポール

タイ

フィリピン

ベトナム

Department of Standards Malaysia （DSM）

Standards, Productivity and Innovation Board （SPRING SG）

Thai Industrial Standards Institute （TISI）

Bureau of Philippine Standards （BPS）

Directorate for Standards, Metrology and Quality （STAMEQ）
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国際標準化の連携候補となり得るASEANのグローバル企業（例）
AESANにはグローバルでトップレベルの企業があり、
日本と協力して国際標準化をリードするニーズがあると想定される

出所：各種公開情報

Top Glove 
Corporation

 1991年設立
 地場企業から飛躍的な成長を遂げ、世界最大のゴム手袋メーカーに成長
 主力の医療手術用の手袋に加え、エクササイズバンド、ラテックスシート、止血帯、フェイスマスク
など幅広い製品を提供

 マレーシア、タイ、ベトナム、中国、米国、ドイツ、ブラジルに生産拠点を持ち、195か国で販売

Wilmar
International 

 1991年、パーム油のトレーディング会社として設立
 パームのプランテーションや様々な油糧種子の搾油・精製を行い、オレオケミカル、バイオディーゼル、
製粉、精米、製糖などの事業をアジアを中心に世界で展開

 33か国/500以上の自社工場において生産を行い、50か国以上で販売

Indorama 
Ventures

 1995年設立
 20％近い世界シェアを持つ、世界最大のPET樹脂メーカー
 タイ初の梳毛ウール糸製造会社からスタート。米欧での買収を通じて事業を拡大

 アフリカ、アジア、オーストラリア、ヨーロッパ、北米、南米の6大陸35か国に拠点

FPT
Corporation

 1988年設立（1990年にFPT Cooperationに改名）
 ベトナム最大手の情報技術分野の企業。ソフトウェア開発、ITサービス、BPO、デジタルコンテンツや
オンラインゲーム等を提供

 2014年にベトナムのICT業界にとって初の国境を越えたM&Aを実施（スロバキア企業を買収）
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ISOのTC/SCにおける幹事国数 （2023年）
297

93 81 81 75
23 22 11 3

139

EU 米国 中国 日本 英国 オーストラリア 韓国 インド マレーシア その他

出所：ISO「ISO IN FIGURES 2023」、ISOウェブサイト

マレーシア
The Department of 

Standards 
Malaysia(DSM)

• ISO TC 45 Rubber and rubber products
• ISO TC 45 / SC 4 Products (other than hoses)
• ISO TC 157 Non-systemic contraceptives and STI barrier prophylactics

標準化機関と幹事を務めるISOのTC/SC

インド
The Bureau of 

Indian Standards 
(BIS)

• ISO/IEC JTC 1/SC 7 Software and systems engineering
• ISO/TC 34/SC 7 Spices, culinary herbs and condiments
• ISO/TC 113 Hydrometry …等 全11TC（全TCリスト次頁参照）

オースト
ラリア

Standards 
Australia(SA)

• ISO/IEC JTC 1/SC 40  IT service management and IT governance
• ISO/TC 21/SC 3 Fire detection and alarm systems
• ISO/TC 21/SC 8 Gaseous media and firefighting systems using gas 

…等 全22TC（全TCリスト次頁参照）

韓国
The Korean Agency 
for Technology and 
Standards (KATS)

• ISO/IEC JTC 1/SC 6 Telecommunications and information exchange between systems
• ISO/IEC JTC 1/SC 36 Information technology for learning, education and training
• ISO/IEC JTC 1/SC 41 Internet of things and digital twin …等 全23TC（全TCリスト次頁参照）

国

国際標準化における各国のプレゼンス（1/3）
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出所：ISOウェブサイト

• ISO/IEC JTC 1/SC 6 Telecommunications and 
information exchange between systems

• ISO/IEC JTC 1/SC 36 Information technology for 
learning, education and training

• ISO/IEC JTC 1/SC 41 Internet of things and digital 
twin

• ISO/TC 8/SC 8 Ship design
• ISO/TC 8/SC 11 Intermodal and Short Sea Shipping
• ISO/TC 21 Equipment for fire protection and fire 

fighting
• ISO/TC 21/SC 2 Manually transportable fire 

extinguishers
• ISO/TC 37/SC 4 Language resource management
• ISO/TC 46/SC 4 Technical interoperability
• ISO/TC 46/SC 8 Quality - Statistics and 

performance evaluation
• ISO/TC 61/SC 2 Mechanical behavior
• ISO/TC 61/SC 9 Thermoplastic materials
• ISO/TC 71/SC 5 Simplified design standard for 

concrete structures
• ISO/TC 71/SC 7 Maintenance and repair of concrete 

structures
• ISO/TC 82/SC 7 Sustainable mining and mine 

closure
• ISO/TC 107 Metallic and other inorganic coatings
• ISO/TC 107/SC 3 Electrodeposited coatings and 

related finishes
• ISO/TC 107/SC 8 Chemical conversion coatings
• ISO/TC 113/SC 8 Ground water
• ISO/TC 135/SC 8 Thermographic testing
• ISO/TC 201/SC 9 Scanning probe microscopy
• ISO/TC 215/SC 1 Genomics Informatics
• ISO/TC 344/SC 1 Retail logistics

• ISO/IEC JTC 1/SC 7 Software and systems 
engineering

• ISO/TC 34/SC 7 Spices, culinary herbs and 
condiments

• ISO/TC 113 Hydrometry 
• ISO/TC 113/SC 1 Velocity area methods
• ISO/TC 113/SC 6 Sediment transport
• ISO/TC 120 Leather
• ISO/TC 120/SC 1 Raw hides and skins, including 

pickled pelts
• ISO/TC 120/SC 2 Tanned leather
• ISO/TC 120/SC 3 Leather products
• ISO/TC 146/SC 1 Stationary source emissions
• ISO/TC 332 Security equipment for financial 

institutions and commercial organizations

• ISO/IEC JTC 1/SC 40  IT service management and 
IT governance

• ISO/TC 21/SC 3 Fire detection and alarm systems
• ISO/TC 21/SC 8 Gaseous media and firefighting 

systems using gas
• ISO/TC 27/SC 1 Coal preparation: Terminology and 

performance
• ISO/TC 27/SC 5 Methods of analysis
• ISO/TC 46/SC 11 Archives/records management
• ISO/TC 89/SC 1 Fibre boards
• ISO/TC 89/SC 2 Particle boards
• ISO/TC 94 Personal safety -- Personal protective 

equipment
• ISO/TC 94/SC 14 Firefighters' personal equipment
• ISO/TC 96/SC 9 Bridge and gantry cranes
• ISO/TC 98/SC 1 Terminology and symbols
• ISO/TC 102/SC 2 Chemical analysis
• ISO/TC 108/SC 5 Condition monitoring and 

diagnostics of machine systems
• ISO/TC 121/SC 8 Suction devices
• ISO/TC 176/SC 3 Supporting technologies
• ISO/TC 180 Solar energy
• ISO/TC 180/SC 1 Climate - Measurement and data
• ISO/TC 183 Copper, lead, zinc and nickel ores and 

concentrates
• ISO/TC 207/SC 3 Environmental labelling
• ISO/TC 272 Forensic sciences
• ISO/TC 307 Blockchain and distributed ledger 

technologies

インド(BIS)が幹事を務めるTCオーストラリア(SA)が幹事を務めるTC韓国(KATS)が幹事を務めるTC  

マレーシア(DSM)が幹事を務めるTC

• ISO TC 45 Rubber and rubber products
• ISO TC 45 / SC 4 Products (other than hoses)
• ISO TC 157 Non-systemic contraceptives and STI 

barrier prophylactics

ICT関連のTC複数 テクノロジー、資源（鉱物）関連のTC複数 皮革産業関連のTC複数

ゴム製品関連のTC複数

韓国・オーストラリア・インド・マレーシアが幹事を務めるISO TC/SC
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国際標準化における各国のプレゼンス（2/3）

416

292

229 228

117

57
18 9 5 3

447

EU 米国 中国 英国 日本 韓国 オース
トラリア

インド マレーシア タイ シンガ
ポール

その他

874

出所：ISO「ISO IN FIGURES 2023」、ISOウェブサイト

ISOのWGにおけるコンビナー数 （2023年）
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国際標準化における各国のプレゼンス（3/3）

出所：IEC活動推進会議「IEC事業概要」、一般社団法人情報通信技術委員会「標準化テキスト解説」

IECのTC/SCにおける幹事国数 （2023年） ITU-Tにおける国別の寄書数と割合 （2023年）
92

27 23 19 13 9
2

36

EU 米国 日本 英国 中国 韓国 オース
トラリア

その他

ASEAN各国は
含まれていない

図表：一般社団法人情報通信技術委員会「標準化テキスト解説」
（2024年2月）より

ASEAN各国は
上位に登場しない
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豪州はASEANに対して国際標準化分野の協力を実施

豪州の標準化機関（SA）と国家標準化戦略

 政府、産業界、オーストラリアコミュニティ全体と連携し、標準化
活動を調整し、 Australian Standards®の開発を促進

    【活動の目的】

 標準の開発:新規／既存の標準を開発または更新する機会
を提供

 国際参加：幅広い国際規格の開発と採用に参加

 規格開発組織の認定: Australian Standards®を開発
する他組織を評価および承認

設
立

組
織
構
造

活
動
概
要

 1922年 前身となるオーストラリア連邦工学規格協会設立

 1999年 非政府国家規格団体としてStandards Australia設立

取締役会

取締役会委員会

財務・投資・
監査委員会

メンバーシップ
委員会

人材ガバナンスと
リスク委員会

標準開発および認
定委員会 (SDAC)

•CEO NSW Data 
Analytics Centre

•Head of Gas Installation 
and Equipment Safety, 
Regulatory Operations, 
Energy Safe Victoria

•Chief Executive, 
Industry & Policy, 
Housing Industry 
Association Ltd (HIA)

•Principal, GED Advisory
•Global Standardisation 
Manager, Essilor

•Technical Development 
Manager, Akaysha 
Energy  等

従業員313名

•Director, 
Standards 
Australia; Chief 
Executive Officer, 
Governance 
Institute of 
Australia

•Executive Director, 
Bureau of Steel 
Manufacturers of 
Australia 
(BOSMA)

•Chief Executive 
Officer, Concrete 
Institute of 
Australia 等

出所：SAウェブサイト、Standard Australia Annual Review 2023

 SAは標準化の戦略的イニシアティブを策定

 責任あるAI導入に関する標準の指針検討イニシアチブ組成

 重要・新興技術(CET)ダッシュボード構築
（世界中のCET規格の進捗を確認可能）

 量子標準化（国家量子戦略の目標達成への貢献）

 循環型経済への移行促進

 国際標準化の牽引において、太平洋諸島やASEANとの連携を強化

 2023年7月「太平洋諸島標準化委員会（PISC）」設立

• 気候変動の緩和や地域間貿易の促進を企図

 ASEANオーストラリア・デジタルトレード・スタンダードイニシアティブ推進

• ASEAN加盟国によるデジタル貿易標準の普及を提唱。
イニシアチブの下で初となる「デジタル貿易基準フェローシップ」を主導

 ASEANにおける重要・新興技術(CET)のための国際規格統合主導

• SAとオーストラリア外務貿易省との連携により2年間のプロジェクトを実施

• 東南アジア7カ国(ベトナム、マレーシア、タイ、カンボジア、ラオス、フィリピ
ン、インドネシア)の国家規格機関と二国間協力、能力開発に取り組む

 以下の重要技術分野において国際標準化に力を入れる旨を発信

 インド、日本、アメリカと「重要かつ新興の技術標準に関するクワッド原則
(Quad Principles on Critical and Emerging Technology Standards)」を制定

 先端製造・材料技術

 AI技術

 高度情報通信技術

 量子技術

 自律システム、ロボット工学、ポジショニング、
タイミング、センシング

 バイオテクノロジー

 クリーンエネルギー生成・貯蔵技術

標準化機関 Standards Australia 国家標準化戦略

重要・新興技術 (CET) 分野での国際標準化
(産業科学資源省（DISR）の発信)

Standard Australia（SA）標準化の戦略的イニシアティブ
（SA Annual Review 2023）
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韓国の標準化機関（KATS）と国家標準化戦略

韓国は重要・振興技術（CET）の国際標準化で米国と協力

66

設立

活
動
概
要
・組
織
構
造

 1883年（造幣局傘下の組織として設立）

標準化機関
Korean Agency for Technology and Standards (KATS) 国家標準化戦略

「先端産業国家標準化戦略」(첨단산업국가표준화전략)

 2013年より、産業通商資源部（MOTIE）支援の下、
4局に組織再編

 規格・方針

 製品安全方針

 適合政策

 貿易に関する技術障壁

概要

 2024年5月、「2024先端産業標準リーダーシップフォーラム総会」にてKATSに
より発表

 2023年5月に米国が発表した「重要・新興技術（CET)に関する国際標準
戦略」に続き、韓国もCET分野の国家標準戦略の策定を公表

 2023年8月に「韓米標準協力フォーラム」を開催し、米国のCETに関する国
家標準戦略と韓国の先端技術標準化戦略を共有。半導体、人工知能（AI）、
自動運転、量子技術、カーボンニュートラルなど5分野の国際標準を主導す
るための協力案を議論

 2030年までに先端産業分野国際標準 250件開発を目標に設定

 12の先端産業分野を選定し、フォーラムを組成

• 半導体、ディスプレイ、二次電池、人工知能、未来車、未来船、ロボット、
先端製造技術、量子技術、核素材、原子力、クリーンエネルギー等

「先端産業分野の超格差競争力を確保する国際標準の先取り」

目標

ｺｱ
ﾊﾞﾘｭｰ

戦略

先端産業の
国際標準開発

標準化国際協力の強化
企業中心の

標準開発環境の整備

スピード
（標準開発期間の短縮）

民間
（企業主導）

持続
（人材育成、継続投資）

＋ ＋

①先端産業標準の
適時開発

②標準化
国際協力の強化

③民間の標準化
活動の拡大

④標準開発
環境づくり

•国際標準開発

•国家標準(KS)の普及

•迅速な開発促進

•開発計画の補完、
点検

•国際標準化リーダー
シップ強化

•国家間の協力拡大

•民間機関の標準共同
開発支援

•企業の標準活動参加
支援

•啓発、能力開発

•投資の選択・集中

• R&D連携強化

•標準化専門人材の
養成継続

ビジョン

長期
目標

戦略
全体像

出所：KATSウェブサイト、KATS「先端産業国家標準化戦略」を基にオウルズ作成
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インド：標準化機関（BIS）と国家標準化戦略
標準化機関

Bureau of Indian Standards（BIS）

 1947年 前身となるインド規格協会（ISI）設立
 1987年 インド基準局（Bureau of Indian Standards：

BIS）が、国家標準化機関として国会で承認

 標準化、認証、試験を通じて、製品の品質保証、消費者の
健康被害の抑制、輸出入の代替促進、製品品種拡大の
抑制等に取り組む
 【具体的な活動例】：標準規格の策定、製品認証制度、
登録制度、外国製造業者認証制度、ホールマーク制度、
ラボラトリーサービス、試験所認定制度、インド規格の販売、
消費者問題、プロモーション活動、国内・国際レベルの研修
サービス、情報サービス 等

国家標準化戦略

消費者食糧公共配給省 大臣
（hon'ble union minister for consumer affairs, 

Food & Public Distribution）

設
立

体
制

出所：BISウェブサイト、インド国家標準化戦略、標準化国家行動計画（SNAP）

活
動
概
要

消費者食糧公共配給省 副大臣

省組織

実行委員会 諮問委員会

ファイナンス

標準

検証

認証

研究開発

インド国家標準化戦略（llNSSl）
 2018年6月、第5回国家標準化会議にて発表。2014年から2017年までの

4年間の協議で得られた幅広いコンセンサスの結果を集約
 セクター全体の標準開発の現状、既存の品質インフラ、国内経済の発展と商品
およびサービス貿易に関する政策の方向性を検討

 標準化エコシステム構築の4つの柱を策定し、
それぞれの下に個別目標を設定
1. 標準の開発
2. 適合性評価と認定
3. 技術規制と SPS 措置

(衛生と植物防疫のための措置)
4. 啓発と教育

標準化国家行動計画（SNAP）
 2019年2月、BISが発表。国家標準化戦略（INSS）を補完する位置づけ
 取組みの柱は、サステナビリティ、スマートテクノロジー、サービス業
 AnnexⅡに具体的な標準化の主要分野を列挙
例）デジタル技術 (ITセキュリティ、AI、IoT等)、持続可能な環境と廃棄物
管理、住宅と構造の安全性、石油と燃料、農業機械、スマートシティ 等

 行動計画策定における5つの目的を設定
1. 標準化ニーズの特定と利害関係者の関与の強化
2. 標準化プロセスの効率化と迅速化
3. 国内における調和のとれた標準化活動の確保
4. 国際標準化活動への参加と関与の拡大
5. 標準化に対する認識と実施の拡大
【具体アクション】
 インドにとって戦略的に重要なISO・IECへの参加優先分野を特定し、
関連専門家を選出、年間の代表団計画を策定

 インドが標準化のための新規作業項目を提案できる分野を特定
 国際標準化へ参加する代表団承認手続きを簡素化
 国際標準化作業への参加と、国際/地域標準化団体との協力を強化

BIS組織管理構造

消費者課題
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4. 国際標準に係る国際連携の場・
    既存の国際フォーラム活用調査・分析
- 日本と諸外国との間の既存の

主要な国際標準化対話の概要
- 主要国における他国との標準化協力の概要
- 日本が設置する新たな国際標準化の

対話の枠組みの構成
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国際会議における我が国の取り組みの発信

 TICADは、日本政府が主導し、国連・世界銀行・アフリカ連合
委員会と共同で開催する、アフリカの開発をテーマとする国際会議
 アフリカ諸国のみならず、開発に携わる国際機関、パートナー
諸国、アジア諸国、民間企業、市民社会も参加

 前回のTICAD8は、2022年8月にチュニジアで開催
 参加者は、日本、アフリカ諸国（48か国から20名の首脳級が
参加）、AU議連、国際機関、民間企業、市民社会

 アフリカに関する理解を深めるとともに意見交換の場を提供するこ
とを目的として、サイドイベントを開催

 TICAD8のサイドイベントの一例
 イベント名：「アフリカ自由貿易圏（AfCFTA）の現状とアフリカ
税関当局に対する能力強化支援について」

• 主催：世界税関機構、共催：JICA、財務省
 イベント名： 「アフリカにおける保健課題の解決に向けて
アフリカ健康構想とグローバルヘルス戦略によるアプローチ」

• 主催：内閣官房、共催：厚労省、経産省、総務省
 次回のTICAD9は、2025年8月に横浜で開催予定
 市民社会、国際機関、自治体等によるブース・パネル展示の
募集は、3月上旬に開始予定

TICADの活用 （参考）OECD・CSTPの閣僚級会合の活用

出所：科学技術振興機構出所：外務省

 OECD・科学技術政策委員会（CSTP）の閣僚級会合にて、
公式サイドイベント「日ASEAN科学技術イノベーションハイレベル
ラウンドテーブル」を開催（2024年4月）
 主催：科学技術振興機構、文部科学省、共催：内閣府
 参加国：ブルネイ、インドネシア、マレーシア、ミャンマー、フィリピン、
シンガポール、タイ、ベトナム

 日本、ASEAN加盟国の科学技術イノベーション政策のリーダー
や代表者（科学技術大臣、科学技術顧問、政府高官等）が、
日本とASEAN間の協力について議論

 ASEAN加盟国から科学技術イノベーション（STI）政策関係
者が参集する機会を活用

「日ASEAN科学技術イノベーションハイレベルラウンドテーブル」の様子
TICAD9で標準化に関するサイドイベントを開催することも一案
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日本とパートナー国間のAZEC関連MOU動向全体像

1. 特定国に分類されない国際機関とのMOU1件を含む。2. 「その他」は包括提携、カーボンクレジット、GHG算定/視化等の特定技術に分類されない内容
Source: 各種公開情報; BCG分析

MOU締結件数国 クリーン技術別内訳 (単独MOUが複数クリーン技術を含んでいる場合はダブルカウント)

CCUS 再エネ 送配電 電化新燃料 その他2ガス

インドネシア

マレーシア

豪州

タイ

ベトナム

シンガポール

フィリピン

カンボジア

ラオス

計: 136件1

17 178 4 1438

4 1 1 14

8 4 2 5

1 5 4 2

7 5 1 2 1

3 1 4

3

2

1 1

国別特徴

ガス/LNGから新燃料、CCUS、再エネ/
送配電に渡るまで広範囲な技術を包含
ゼロボード社のGHG算定・可視化協業
(その他)と新燃料関連が主流
水素・アンモニア、e-メタン、SAF等の
新燃料及びCCUS関連の協業が主流

再エネ・送配電関連の協業・共同開発
に係る内容が主流
グリーン水素・アンモニア等の新燃料と
CCSが主流

水素・アンモニア等の新燃料とクレジット
等の包括提携(その他)が主流
銀行主体(JBIC、メガバンク)による現地
企業との包括提携内容が主流
バイオマス発電と太陽光発電の再エネ2
案件
グリーン水素案件1件と低炭素肥料案
件1件

7

AZEC関連MOUは直近1年間で計136件締結されており、水素・アンモニア等の新燃料、再エネ関連
が多いが、ガス/LNGバリューチェーンも含まれる
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AZEC関連MOU詳細 : インドネシア

現地国

Source: 各種公開情報; BCG分析

MOU案件概要# 参画企業/組織

日本

該当クリーン技術

CCUS 再エネ 送配電 電化新燃料 その他ガス
関西電力/送配電とインドネシア国BBSP (MEMR) ・インドネシ
ア国営電力会社 (PLN) との送電事業可能性検討協業覚書1

国際協力機構 (JICA) とPLN とのエネルギー
トランジション推進の為の人材育成支援に関する覚書3

インドネシア共和国法人PT Pupuk Indonesia (Persero) との
業務協力協定の締結(水素・アンモニア)5

“エネルギー分野における能力開発・技術協力分野での協力”
に関する覚書7

インドネシア産固形バイオマス燃料の少量輸送・多品種化を
見据えた安定供給体制の構築に関する覚書2

JICAとPLNPとのエネルギートランジション支援協力の覚書4

インドネシア共和国ヌサンタラ首都庁との覚書6

“エネルギー分野における能力開発・技術協力分野での協力”
に関する協力プラン8

JERAとPERTAMINA社とのLNG/LCF
バリューチェーンの協力に関する覚書9

プルタミナとJOGMECのメタン排出削減及びCI算定事業MOC10

インドネシア・スコワティ油田におけるCO2圧入
実証試験の実施に向けた共同研究契約11

Legok Nangka廃棄物処理・発電事業案件におけるPPP契約
等締結までのスケジュールに関する覚書12

PPT ENERGY 
TRADING CO. LTD.

インドネシア
西ジャワ州政府

第1回AZEC首脳会議(2023年12月)以降のMOU

インドネシアでは、直近1年間で計58件のAZEC関連MOUが締結されており、ガス/LNGから新燃料、
CCUS、再エネ/送配電に渡るまで広範囲なクリーン技術を包含
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関西電力

サントモ・リソース

JICA

JICA

国際協力銀行

国際協力銀行

JCCP

JCCP

JERA

JOGMEC

JOGMEC
JAPEX

住友商事
カナデビア

PLN Nusantara Renewables
BBSP

PLN Nusantara Renewables

PLN Nusantara Renewables

PUPUK Indonesia

Nusantara

Pertamina

Pertamina
インドネシア鉱物資源省

Pertamina

Pertamina

Pertamina
Pertamina EP



© 2025. For information, contact Owls Consulting Group, Inc.

経団連「AZEC構想の推進に関する提言」(2024年7月)

Source: 経団連「AZEC構想の推進に関する提言(2024年7月16日)」; BCG分析

(1) ルール形成
① サプライチェーンゼロエミ化

• GHG排出量算定/報告ルール統一、排出量の
見える化

• 排出量データのサプライチェーン上連携と欧州
データベース(Catena-X等)との接続

② グリーン製品市場の構築
• 削減実績量(AEP)・削減貢献量(REP)導入
③ JCM拡大・活用促進

• JCM参加国拡大、JCMルール共通化
• JCM対象技術への脱炭素技術組込み

(水素・アンモニア、e-fuel、CCUS等)
④ その他基準

• 低炭素水素等のCO2排出基準策定
• 危険物輸出入・高圧保安規制調和
⑤ 貿易投資促進

• EPA/FTAにおける環境物品の関税削減スケ
ジュール前倒し

• 外資規制等の投資障壁撤廃
(2) ファイナンス

• 世銀、ADB等によるブレンデッドファイナンス推進
• ASEANタクソノミー(第3版)、Blue Dot 

Networkのトランジション期の実態に即した内容
への改訂

• AZEC案件への日本政府による経済的インセンティブ付与(優遇支援、手続き特例等)
• プロジェクト実施国へのAZEC案件支援措置働きかけ(例: グローバルサウス予算拡充)

• コーポレートPPA制度導入、許認可プロセス明確化、ローカルルール撤廃
• 水素・アンモニア、CCUS、送配電、EV充電インフラ部門への現地政府支援拡充 

• 再エネ建設・発電許認可プロセス簡素化、オフサイトPPA可能な託送制度整備 等
• 水素・アンモニアの脱炭素政策への位置づけ明確化、現地政府支援拡充

• ASEANパワーグリッド構想(国際送電網)早期実現に向けた技術協力・ルール形成支援
• ASEAN地域の最低エネルギー消費基準(MEPS: Minimum Energy Performance Standard)の目標
値引き上げ

• 第8次国家電源開発マスタープラン(PDP8)に沿った送配電増強加速
• 水素・アンモニアの詳細ロードマップ作成・法的枠組みの整備
• トランジション期におけるLNG火力の重要性・必要性、LNG売買契約等の業界標準理解醸成

• 水素・アンモニアの設備導入費、燃料値差支援、グリッド接続容量拡大 等
• CCUS/DAC事業のJCM対象技術への追加

• 再エネ事業の許認可プロセス簡素化、土地管理所有権明確化、再エネ証書明確区分け
• バイオマス燃料利用の税制面優遇措置等の政府支援策導入
• LNGに係る電源入札制度における最低引取電力量保証、ロードマップ早期策定

全体共通
1

2

3

4

5

1

2

日本

ASEAN

インドネシア

タイ

ベトナム

マレーシア

フィリピン

経団連はAZECアドボカシー活動として「全体共通」と「各国政府(日本含む)」それぞれでアジア地域で
のエネルギー関連プロジェクトの実現性/収益性を向上させる提言を取り纏め
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国際社会にとっての重要性（パートナー候補各国）

気候変動

資源

食料・農業

防災

モビリティ・物流

インフラ/都市/土木/建築

量子

宇宙

情報通信・ICT

デジタル

バイオエコノミー

素材

海洋

医療・ヘルスケア

自然共生

循環経済

エネルギー

インドネシア タイ マレーシア
2045年までに再エネ比率
45%目標
主食自給と持続可能な農
業目指す

豊富な資源を活かしEV・
バッテリー製造強化

価
値
提
案
分
野

領
域
横
断
分
野

分
断
リ
ス
ク
分
野

地理空間データの統合強
化を目指す

衛生インフラ拡充で環境・海
洋モニタリング強化目指す
5Gネットワークの普及・強化
を目指す

将来的な量子技術導入の
基盤づくり着手

国内製造力強化を通じ経
済成長を目指す
資源優位性を活かし中長
期で半導体に注力

-

2045年までに海域の30%を
海洋保護区化
医療機器の輸入依存脱却
を目指す
再エネインフラ開発と原子力
活用に取り組む

2020-2044年に渡る防災マ
スタープラン策定
2030年までに国土・海洋
30%保護を目指す
UNDP協力のもと主要5分
野で循環経済推進
IoT投資を通じデジタル競争
力強化を目指す

今後13年間で85億ドルを
再エネに投資
国家戦略で食品・野売行
のデジタル化推進

EV普及・物流改善を目指
す
インフラ開発を経済発展の
優先事項に据える

東南アジア宇宙ハブという目
標に向けた国家計画承認
-

量子開発の枠組みとしての
ロードマップ策定

金属輸入依存を減らす目
的の政策が承認
半導体の製造・開発への投
資促進を強化

農業原料の90%バイオ由来
を目指す

-

-

-

国家計画で災害リスク削減
等を目指す
生物多様性保全に関する
国家計画策定
資源再利用等により新市
場創出を目指す
国家戦略でAI開発基盤の
構築を目指す

ロードマップ策定、水素経済
先進国を目指す
食料安全保障・経済強化
を目指す

2050年までにEV普及率
80%を目標に設定
経済成長・格差是正を目
指した政策を策定

宇宙産業による経済成長促
進を目指す国家戦略承認
-

-

鉱物産業の持続可能性向
上に向けた計画を策定
今後10年で半導体強国へ
の変革を目指す

循環型バイオエコノミーへの
移行を促進

-

-

エネルギー持続性確保に向
けた政策発表

災害リスク削減と対応能力
強化を目指す
生態系保護に関する国家
政策を実施
世界的なベストプラクティス
に基づいた国家政策を策定
国家AIオフィス設置、AI能
力強化に取り組む

シンガポール インド オーストラリア
2050年ネットゼロ目標に水
素開発に注力
2030年までに国内栄養自
給率30%目標

EV普及に向けインフラ拡充
など促進策実施

-

宇宙技術開発に1億ドル以
上投資
5G及び次世代通信の技術
開発を推進

量子技術分野でのリーダー
シップ確立目標

-

半導体産業への人材供給
を確保

バイオ医薬品の製造力強
化に注力

海洋ごみ対策に向けた国
家戦略を公表
予防医療への転換、医療
費低下に注力
-

-

-

消費削減やリサイクル量の
増加等に注力
国家戦略としてAIエコシステ
ムの構築目指す

発電・貯蔵・炭素回収等の
技術展開目指す
安定的食料供給に向けス
マート農業を推進

国家計画で物流・自動車
産業の強化に注力
1億ドルのインフラ投資のた
めのロードマップ策定

宇宙分野への外国直接投
資が大幅に認可
-

量子先進国に向けエコシス
テム構築を目指す

鉱物安全保障パートナー
シップ加盟
半導体エコシステム構築・
競争力向上目指す

2030年までにバイオ経済
300億ドル規模目標

-

医薬品の手ごろな価格と品
質担保を目指す枠組策定
-

技術主導の災害戦略の構
築ビジョン掲げる
生物多様性保護に向けた
国家戦略発表
11重点分野で行動計画策
定と実施
AI内製化のビジョン推進に
取り組む

国家戦略発表、水素リー
ダー国目指す
スマート農業で持続性・生
産性向上目指す

EV普及と将来の物流ニーズ
対応に取り組む
10年で1200豪ドル規模の
インフラ計画策定

宇宙開発での国際連携と優
位性強化を国家戦略策定
-

国内量子産業成長の長期
ビジョンを国家戦略で提示

重要鉱物の精錬・加工分
野の強化に注力
合成生物学に関する国家
ロードマップ策定

-

海洋生態系保護を目的と
した研究・投資計画を更新
重点分野での研究成果の
活用・商業化促進

災害準備フレームワーク策
定と基金実施
2030年までに生物多様性
の回復目指す
廃棄物管理・資源回収の
強化に注力
AI開発・活用のリーダーシッ
プ確立目指す

対象領域の多くは、パートナー候補と想定するインド太平洋地域の各国における重点分野となっている
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